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第８日目（３月１１日） 

○副 議 長（和田英夫君）  おはようございます。延会前に引き続き本会議を再開いた

します。 

○副 議 長  ただいまの出席議員数は２８名であります。これから本日の会議を開きま

す。 

なお、峠 佳一君より通院治療のため欠席、上村一郎君より通院治療のため午後２時３０

分までの欠席、副市長公務のため午後４時より欠席、天地人推進事務局長公務出張のための

欠席の届が出ております。これを許します。 

（午前９時３０分） 

○副 議 長  ここで市長より発言を求められていますので、これを許します。 

○市   長  大変貴重なお時間の中を申し訳ございませんが、皆様方にちょっとお願い

がございまして発言をさせていただきます。 

 昨日の阿部久夫議員のご質問の中、耕作放棄地の実態と対策についてという中で、阿部議

員の方から水平畑の件についてご質問がございまして、私が答弁をさせていただいたわけで

すけれども、私の答弁に非常に誤解を招く部分もございました。阿部議員からもご了承いた

だいて、水平畑の質問答弁について取り消しをさせていただいて、議事録から削除をお願い

したいということでございますのでよろしくお願い申し上げます。 

私がちょっと行き過ぎた答弁をしたということにあいなり、誤解を招くおそれがあるとい

うことでございます。今後、発言に十分留意をしてしゃべり過ぎないように気をつけますの

でよろしくお願い申し上げます。 

○副 議 長  この件について特にありませんか。 

(「なし」の声あり) 

 わかりました。 

○副 議 長  本日の日程は一般質問とし一般質問を続行いたします。 

質問順位６番、議席番号２０番・牛木芳雄君。 

○牛木芳雄君  おはようございます。一般質問をさせていただきます。 

１ 国道１７号バイパスの今後の見通しについて 

まず、国道１７号バイパスの今後の見通しについてということであります。市長は所信表明

で述べられていますように、２１年度の道路行政につきましては、大転換時期を迎えたとい

う認識を示しておりました。私も同感であります。道路特定財源が一般財源化をした。私は

必ずしも否定するものではありませんが、確かに国の道路行政、道路関係につきましては予

算の減少が建設の遅れ、これを否めません。１７号バイパスの関連この一般質問につきまし

ては私は初めてであります。ほかの議員からもあまりないわけであります。 

しかし、都市計画設定をされた重要な道路でありますし、また、市の対策協議会がありま

すけれども、これとて年に１回しか開催をしないわけであります。今年度はまだ開催をされ

ていません。したがって、私は特に議会の場ということで市長の考えをお聞きしたい、この
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ように思って一般質問に取り上げました。 

一般国道１７号六日町バイパスは延長が５.１キロであります。私の調査によりますれば、

はるか昔の昭和４９年度から５０年度にかけて、そして５８年度から６２年度にかけて２回

にわたって計画調査が行われ、そして６３年度に実施調査が行われました。これが出発点で

あります。 

そしてここが重要なことでありますが、平成５年１２月１０日付けで都市計画決定がなさ

れました。そして翌年、平成６年度から予算化をして事業を進めようとしていました。この

中で約１０年間で完成をするとしていました。当時六日町の公式文書に残っているわけであ

りまして、こういう文章があります。町長名の文書で、平成５年１２月２７日発６都計、六

日町都市計画課でしょう、第２７８号の文章であります。約１０年間で完成しますというふ

うに謳っておりました。しかし、いろいろの事情がありました。既に１５年間が経過をして

いるわけであります。遅々としてこの計画どおり進んでいないというのが現状であります。 

いろいろありました。経済状況の変化、あるいは公共事業のあり方等々であります。今回

の市長の所信表明の施政方針によれば、ようやく今年の夏ごろ、県道平石西ノ裏線いわゆる

国道１７号線から越路荘の脇をとおって小栗山に向かう道路であります。この県道平石西ノ

裏線まで、今まで開通したところとあわせて合計１,３００メートルが暫定２車線で開通する

運びとなりました。このことによってこの県道を使い、国道１７号線にアクセスできるわけ

でありまして、今まで以上に投資効果が発揮されると私は期待をしているところであります。

しかし、現在の暫定２車は仕方ないものといたしまして、全線５.１キロメートル、１５年か

けて開通はわずか４分の１であります。 

そこで第１番目の質問に入るわけでありますが、私が問いたいのは、今後、市としてはど

ちらの方向に目を向けて国道１７号バイパスの整備に力を入れるよう国に働きかけをしてお

くるかということであります。ご承知のように終点側、すなわち国道２５３号線から新潟方

面につきましては、まだまだ設計協議すら満足にいっていない状態であります。起点側、東

京方面でありますけれどもこれはもう既に設計協議は終わって、用地杭の打設もあったよう

に聞いておりますし、物件調査にも入ったでしょう。その点、起点側は進んでいるわけであ

ります。重ねて申し上げますけれども、市としてどちらの方向に目を向けて早く工事を進め、

投資効果をあげていこうというのか伺うものであります。 

 ２番目でありますが、その工事が終わったところがあります。先ほど申し上げましたけれ

ども県道十日町六日町線からホテル木の芽坂までの間でありますが、この側道についている

歩道についてであります。歩道幅が３.５メートルで車道幅が５.５メートル。これで完成形

の側道として今、供用されているわけであります。大変立派な側道でありまして歩道が３.

５メートル幅、もったいないほど広い歩道であります。これは設計協議の中でこのようにな

って、それを踏まえて完成したものであります。いざ完成をしてみますと、私は本当にその

車道歩道の幅で使い勝手のいい道路であるであろうかというふうに思うわけであります。 

これは全く私見、私案でありますけれども、私は歩道巾を２.５メートル、車道を６.５メ
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ートル、これから先整備するところはそうはできないのだろうかというふうに思っています。

当該地域におきましては住宅地や商業地化をしているところであります。５.５メートルの車

道幅の道路は、たぶん普通車同士がすれ違うときにはどちらかの車がスピードを緩めるか、

あるいはちょっと端に寄らないとお互いにスムースに交差できないような幅であります。こ

れを１メートル広くすることによってセンターラインが引けて、スムースに交通ができる。

そして２.５メートルの歩道でも十分な幅があるのではないかというふうに思っています。 

特に冬場になりますと、３.５メートルの幅を自分で雪道開通をして車道まで出なければな

らない。大変長い距離を自分で雪道開通をしなければならない。誰が使うにしろ誰が利用す

るにしろ私は地域住民の使い勝手の面を考えれば、私が今申し上げたような提案の方が皆様

方から喜ばれるのではないかということであります。計画は時々によって見直しが重要・必

要であります。その辺も踏まえてお聞きをしたいものであります。申し添えておきますけれ

ども、全くの私案であります。 

 ３番目であります。買収用地の管理状況です。これは年に２回ないし３回は、きちんと草

刈りをしていただいております。場所によっては刈った草を搬出しているわけであります。

その面では大変よく管理をしていただいていると、私は高く評価をしているわけであります。

しかし、農道あるいは用排水路の管理についてはどうでしょうか。杉ノ島地内あるいは谷地

田地内は基本的には土側溝であります。昭和３０年代の前半に土地改良をした５アールほ場

がメインでありますから、まだ土側溝のままが圧倒的に多いところであります。非常にその

用地内に何十メートルという連続した用排水路があるわけでして、この管理責任が曖昧であ

ります。ともすると草が詰まったり引っかかったり、水路があふれたりということで、非常

に下流の皆さんには支障をきたす。昨年もそういう事例が何件かありました。まだまだ何年

も何十年も続きはしないでしょうが、完成までには何年も時間を要するというふうに考えら

れます。とするならば私はその買収用地内の用排水路はＵ字溝等を敷設をして管理しやすい

状況にした方がよいと思いますけれども、いかがでございましょうか。お伺いをいたします。 

２ 減反政策見直し論議について 

 次に減反政策見直し論議についてであります。昨日の前者の質問と全く重複をしていまし

て失敗したと思っているのですが、仕方ありません。一応用意しましたので質問をさせてい

ただきますが、後で私なりの視点で質問もしたいと思います。２月３日の閣議後の記者会見

で石破農林水産大臣が、生産調整について参加するかどうかということは各農家に委ねたい、

このように表明をしました。その参加農家には所得補償を行う方針だということであります。

参加しない農家にはその補償はしない。 

しかし、参加しない農家も現実にあるわけでありまして、価格が下がったとき政府が米を

買い上げる等の価格支持政策をしているわけでありますが、不参加農家にもその恩恵にあず

かっている、農家間にもこの不満感が広がっている。このようなことからこの廃止に視野を

置いているのではないかというような報道がありました。 

減反政策が始まってから４０年経とうとしているわけでありまして、これほど大胆に減反
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政策を見直すかのような発言をした農水大臣は、私は初めてだろうというふうに思っていま

す。したがって大きな反響があったわけでありまして、特に早速でありますが身内の自民党

の農業政策基本委員会、これでは減反の維持を決めて０９年度からの政策としている水田フ

ル活用等を進めるべきだということで、いち早く農水相の発言を牽制しているわけでありま

した。 

そこで第１番目の質問でありますが、そもそも市長はこの減反選択制についてどのような

ご認識でおられるかということをメインに聞きたいわけでありますが、昨日の答弁でわかり

ましたので割愛をさせていただきたいと思います。 

米価が下落をしたときに所得補償をする。私はこの補填の仕組みが大事だと思っているの

ですけれども、いわゆるセーフティネットをどこに張ったらよいか、このことをお聞きした

いと思います。今、高値で取引されている魚沼産コシといいましても農家の手取りは２万１,

０００円から２万３,０００円未満だと思います。私は我が魚沼米はどこにセーフティネット

を張って、最低価格はどのくらいが適当であるかということを私は聞きたいということであ

ります。それぞれ各農家によって生産費も違うでしょうけれども、我々魚沼米はこれが最低

限度だというセーフティネットのところを認識がありましたら教えていただきたいと思いま

す。 

 水田フル活用も聞こうと思ったのですけれども、全く重複いたしておりますので一応これ

で終わります。よろしくお願いいたします。 

○市   長  おはようございます。今日も１日よろしくお願い申し上げます。失言をし

ないように気をつけますのでよろしくお願い申し上げます。牛木議員の質問にお答えを申し

上げます。 

１ 国道１７号バイパスの今後の見通しについて 

１７号バイパスの見通しでありますが、議員おっしゃっていただいたようにこの２１年度

の夏ごろには平石西ノ裏線から市道駅裏小栗山線の７００メートル開通の運びで、ささやか

ながら開通式もやらせていただこうかということを今、念頭において調整をしております。

なお、２０年度の国の補正の中で、１７号バイパスに３億円だったか、の追加補正も決定を

されまして、一段とこのことについての拍車はかかってきたということであります。 

そこで、議員のおっしゃっておりますこれからのことでありますけれども、昨年の２月に

開催をいたしました国道１７号六日町バイパス促進対策協議会の席上におきまして、国交省

の長岡国道事務所から整備方針の提示と説明もあり、私どもも原則的にそれを了承したとい

うことになっておりまして、具体的には１区間、整備順序の早い区間から１、２、３と申し

上げますが、１が主要地方道十日町六日町線から国道２５３。これは高速道路と八箇峠道路

との接続を可能とするためであります。これをまずこのあとの最初に仕上げていきたい。 

そして２番目として起点の竹俣から県道平石西ノ裏線、今年一応暫定開通しますところま

で、そうしますと起点から国道２５３までが全線開通――暫定ですけれども――になるとい

うことで、ミニバイパス的な部分も発生しますので、効果が非常に大きくあらわれるだろう。
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３番目といたしまして国道２５３から終点の庄之又側ということであります。 

２１年度から一番遅れておりましたし懸案でありました美佐島庄之又地域の皆さん方との

話の中でも、ずっと非常に苦言を呈されてきたわけでありますけれども、ようやく設計協議

に入る段階になりますので、何とかそういうことで美佐島庄之又の皆さん方からはご了解い

ただいて、極力早めに進めていこうということであります。順序的にはそういう順序で進め

させていただこうということで一応ご了解いただいておりますし、市としてもそういう方向

でやらせていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 側道の歩道の件でありますけれども、道路構造令によりましていわゆる歩行者の交通量が

多い歩道の有効幅員が３.５メートル以上、そのほかの歩道の有効幅員が２メートル、自転車

歩行者道が３メートル、こういう部分で構造令的には決まっているわけであります。バイパ

スの中に今３.５メートルで側道の部分をやっている前提条件といたしまして、車椅子が大体

幅が１メートルですね、これ同士がすれ違うことができる。そして歩行者が２名安全に通行

できるようにということで、一応３.５メートルの側道につける歩道ということであります。 

側道につきましてはほとんどの通過車両といいますか、本線を通過するわけでありますの

で、側道を走行する車両、限られた範囲という想定のもとに、自動車の走行速度の抑制と歩

行者の安全等を考慮して車道幅員５.５メートルの１車線で今、計画されているところであり

ます。 

工事実施区間につきましては、そういうとおりにしてありますけれども、これから未着工

区間が大変まだありますので、暫定２車の設計協議あるいはそういうことを経て整備されて

いくわけです。その際にまた歩道も含めた側道の幅員あるいは構造等について、やはりなん

といっても地域住民の皆さん方の使い勝手ということが主眼になってまいりますので、これ

らそれぞれ地域の皆さんとも協議しながら、国県とも協議を重ねていきたいと思っておりま

すので、よろしくお願い申し上げます。 

 買収地内の管理状況でありますが、これは買収した部分について管理が悪くて隣接地権者

に迷惑をかけたとか、あるいは下流の皆さん方に迷惑をかけたとかということは当然あって

はならないことであります。ご指摘いただきました用排水路の管理につきましても、これか

らまた誠意をもって良好な管理が徹底されるように、国にきちんと申し上げていきたいと思

っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

２ 減反政策見直し論議について 

農業政策の方でありますが、それでは私も聞きませんでしたし、取り下げたということも

ありますので１点だけ。これは一応今、議員ご承知のように私たちの市で稲作専門農家の経

営の安定を図るためには、一応７ヘクタール以上の経営耕作面積を確保して、年間５００万

円程度の所得が必要だということを打ち出していましたし、それらはやはり最低条件だろう

ということの中から逆算をしていきますと、新潟県も独自に経営所得対策で４００万～５０

０万円の確保ということを２１年度の予算の中でモデルとして行うそうであります。ここか

ら追っていきますと、面積が７ヘクタールで収穫は１０アールあたり４８０キロとしますと、
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そして価格が１俵２万２,０００円、収入としては１,２３２万円、所得として５１７万４,

０００円ということになりますので、最低、農家が農業を業として経営していけるという部

分になりますと、２万２,０００円、この辺が最低部分にはなっていくのではないかという試

算であります。そんな状況を私たちは目指していかなければならないと思っておりますので、

よろしくお願い申し上げます。以上であります。 

○牛木芳雄君  １ 国道１７号バイパスの今後の見通しについて 

それではバイパスの件からお願いをいたしますが、車道、歩道合わせて９メートルありま

す。これは完成時には市に移管をされて市道となって市が管理をしていかなければならない

道路であります。今、協議をしながら検討していくというふうな答弁がありましたからそれ

でいいのですけれども、当初は土盛りをして車道も高かったわけですから、車道についた歩

道ということで広く設計をしたと思うのです。それを地域住民の使い勝手のいいようにその

歩道部分を下へ下げてくれようというふうな協議の中で側道につけて歩道をつけた。その方

が周辺住民は使い勝手のいい歩道になるということで、上にあった本線についていた歩道を

下へおろしたわけです。 

ということになりますと、今、国道の歩道でさえ３.５メートル、私が先ほど申し上げまし

たように県道平石西ノ裏線、あるいは県道余川塩沢停車場線等々の歩道もやはり２メートル

から２.５メートルがせいさかなのです。重要な県道でさえその程度。したがってバイパスに

付随した将来は生活道路であるだろうこの側道についた歩道は、私はとても車椅子２台と人

が２人が同時にすれ違うような幅の広い歩道でなくても、６.５メートルの車道の方が使い勝

手がいいのではないかというふうに思っています。 

私も何人かの皆さんと話をして、その方がいいというふうな意見も聞きました。まだ正式

に公の会ではこういう提案をしてありませんけれども、私は可能だろうと思っています。用

地買収も何もする必要はない。ただ１メートル縁石を動かすだけでそういうふうになるわけ

ですから、私はそのほうが将来市にとっても、そこへ生活する住民にとってもよいのではな

いかというふうに思っています。もう一度お願いをしたいと思います。 

２ 減反政策見直し論議について 

２番目の農業の問題であります。今、１０アールあたりの生産費が、まだ２０年産はよく

出ていないかわかりませんけれども、１９年産は１万６,０００なにがしでした。私のところ

も自分なりに計算をしてみますと、やはり１俵１万６,０００円なにがし、２００～３００円

という数字が出てまいります。最低１万６,０００円はなければ赤字になってしまう。これは

全生産費算入ですから。そうしますと、やはり今、市長が答弁されたように最低は２万２,

０００円はなければならないなあというふうに心の底で思っていました。 

そういうことですが、別に市は決めたからどうこうできるというわけではありませんけれ

ども、私たちはそういう認識でいなければならないというふうに思っているわけです。年々、

年々消費量が減ってくるということも問題でありますし、そのためにいかにして米の消費を

増やしていくかということも大事であります。 
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先ほど言いませんでしたけれども、ＭＡ米についてもやはり知事は見直し発言をしていま

すよね。私たちの市議会ではＭＡ米の反対の決議でも綱渡り的な賛否両論があるわけですけ

れども、新潟県知事はＭＡ米を見直さなければならないと今議会でも発言をしているわけで

す。そういうことも踏まえて我々も生産費を削りながらなるべく農家の所得を増やす。しか

し、もしそのような選択制がなったら我々は声を大にして最低２万２,０００円のところにセ

ーフティネットを張って、これが価格補償の最低額だというような要求をしていかなければ

ならないというふうに思っていますが、もう一度先ほどのバイパスとあわせてご答弁をお願

いをしたいと思います。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 国道１７号バイパスの今後の見通しについて 

バイパスの側道の幅員、歩道の幅員も含めてですけれども、これにつきましては先ほど申

し上げましたように、また国交省の方と地元の意見も調整しながら協議をさせていただきた

いと思っております。ただ、今まで整備したところが今おっしゃったように、では縁石を動

かせばそれでいいということになるかどうかこの辺もまだ私もわかりませんので、いずれに

しても地元の皆さんが使い勝手がいい、そして市も引き取ったあとに管理がきちんとできる

という方向が一番望ましいわけであります。法令的に抵触するような部分があればこれは別

でありますけれども、そうでなければ極力地元のご意向に沿った形で進めていきたい、そう

いうふうに協議をしてまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

２ 減反政策見直し論議について 

米価の件でありますが、２０年産米も現在値動きが２万４,０００円割れというような状況

があるそうでありまして、仮渡金２万円は今出しているわけですけれども、この上に最低と

思われる２,０００円まで追加払いができ得るか否かという状況もちょっと見えております

が。いずれにしても私たちの地域で５００ヘクタールも１,０００ヘクタールもということは

ありえませんので、７ヘクタールあるいは１０ヘクタールこのくらいの規模が最低限の、専

業農家としてやっていける部分だと思います。 

それででは生計を立てるということになると、先ほどの試算どおりの数値が出るわけであ

ります。もし選択制なんていう部分が実際に行われるようであれば、当然これを最低限のセ

ーフティネットといいますか補償価格としてきちんとした声をあげて、それが実現できるよ

うにやっていかなければならないと思っておりますが、よろしくお願い申し上げます。 

○副 議 長  質問順位７番、議席番号２番・今井久美君。 

○今井久美君  傍聴ご苦労様です。通告にしたがいまして一般質問を行います。 

 魚沼市にもやってきました。十日町市にもやってきました。長野の木島平にも飛んでいき

ました。トキはなぜこの南魚沼市に来ないのでしょう。「天地人」が非常に賑やかですから

飛んでこないのか、というようなことを今日もうちの前の田んぼを見ながら思いました。そ

んなことを思いながら新年度の厳しい予算と財政健全化について質問をしたいと思います。 

１ 新年度予算と財政健全化について 
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毎年スイスのダボスで開かれます世界経済フォーラム、ダボス会議の主催者がその意義に

ついて各国の主導者と、チェック機能を果たす議会は選挙で選ばれます。国民の支持を得ん

がため主義主張政策が有権者と迎合することがままあり、中立的な立場で世界の経済、社会

の現状改善に向け議論する会議の重要性をテレビで放映しておりました。まま、批判もある

会議でありますが、我々地方自治体を視点にしても一理ある主張だと思います。現状の一点

にとらわれず、いろいろな立場の方々から意見を伺い総合的な判断で議決に参加する必要性

を感じたものであります。 

今回の世界的景気減速について諸説あることと思いますが、世界に張り巡らせた情報網を

使ってもこの景気後退を読み込めず、黒字から一転大幅な赤字となった日本のトップ企業の

動向を見ても、いかに今回のことが想定外のことか想像できるところであります。 

そんな中、今回の予算編制は骨格となる市長指示を受ける前提の１１月の選挙結果を経て、

即、指示を受け急速な景気減速の中、短期間に市税の落ち込みを予測し、揺れる政局による

国の補正、新年度予算の行方、政策の判断をしながらの大変な作業だったと思われます。合

併特例債の期限と照らしながら予定された事業の成功と同時に雇用経済対策も実施していか

なければならない大事な予算であります。 

市内事業所には撤退を決めたところもあり、社員が再就職に奔走したり、苦しい中を休業

日を増やし経費を削減し、とにかく回復を待とうとしている事業所が多くあります。昨年末

には受注残があり何とか納税できるが、次年度は難しいという話を年末によく聞きました。

まさに血税を使っての行政執行であります。 

そんな中、我が市は実質公債費比率県下ワースト１をいまだ返上できず、財政健全化を遂

行しながらこの難局に対応せざるをえない状況にあります。新年度予算と財政健全化につい

て通告しました３点について順次伺います。 

 最初に①の今、市が負っている財政状況についてお聞きします。上下水道事業の借入金残

高と平成１９年決算ベースの一般会計借入金残高、約３８６億円についての見解を伺います。 

 ②に臨時財政対策債について伺います。平成１９年度末残高６２億円、２０年６６億円、

２１年残高見込み７４億円と、上昇傾向にありますが見解を伺います。 

 次に③です。平成１９年のシミュレーションによれば、平成２１年度の実質公債費比率は

２３.９パーセントと見込まれていますが、２１年の決算ベースでどのくらいに想定している

のでしょうか、伺います。 

２ 財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置について 

 最後に、大きな項目の２番目。財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置について伺

います。予算編成所信にあるように、今回の急速な景気悪化は想像以上に深刻で長期間にわ

たる可能性があります。どんなに市民のためになる施策でも財源を確保できなければ実施す

ることはできません。前段でいったように財政健全化を進めながら市内の状況を早期に的確

に把握し、歳入確保のため産業育成を同時に進めていく状況に入ったと思われます。 

日々経済状況は変化していきます。定まらない政局の行方と、ＷＴＯを含む複雑な国際情
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勢が即この南魚沼市にも景気を左右するものとしてあらわれてきます。産業育成、企業誘致

に関して自分を含め何人かの議員からこの部門の増強について以前一般質問がありましたが、

状況はさらに深刻なものとなり、今後の財政運営のため市内産業界の把握と産業育成、この

２点について同時に情報収集して対応してゆく専門部署が必要だと考えますが、見解をうか

がいます。以上、壇上からの質問を終わります。 

○市   長  今井議員の質問にお答えを申し上げます。前段のトキはなぜ南魚沼へ来な

いのか私もわかりませんけれども、餌がないのか「天地人」が熱すぎてこないのかちょっと

わかりませんが。それらは特別悲観する材料でもございませんので、一生懸命に頑張ってい

くということであります。やはり大事なことは議員もおっしゃっておりますように、ポピュ

リズムに流されないということは私も信念として持っていかなければならないと思っており

ますので、またご指導をよろしくお願い申し上げます。 

１ 新年度予算と財政健全化について 

お尋ねの財政状況の見解でありますけれども、予算関係資料に若干掲載しておりますが、

平成２１年度末見込みで水道会計が１７０億２,１２７万円、下水道が３３９億３,６８８万

円、１９年度末額に比べまして水道会計では１９億４,５７５万円の減、下水道が４億７,６

８３万円の増であります。下水道はこれからももうちょっとまた増額していきます。そして

一般会計につきましては１９年度末で３８６億３,０４９万円となっております。これはご承

知のように、起債制限比率、実質公債費比率。起債制限比率が１９年度決算で１５.３、実質

公債費比率は２３.５と高い水準にあることはご承知のとおりであります。 

借入残高でありますけれども、これは過去の投資事業の結果ということでありまして、そ

の事業成果も含めて残高の高で判断されるべきではなくて、事業成果も含めて判断されるも

のだと思っておりますけれども、削減はしていくに越したことはありませんし、その方向で

努めてまいりたいと思っております。 

２５年完了を目指します先ほど触れました下水道事業は除きますが、全てほかの部分は削

減してまいりまして、２１年度末の見込では１９年度比でありますけれども、一般会計で２

４億７,８７０万円他全会計で４２億６,５８７万円削減できるという見込みであります。 

トータル的に申し上げますと、１９年度末では上下水道一般会計、病院事業あわせまして

９２２億４,４０１万７,０００円という数字があったわけでありますけれども、２１年度末

の見込では８７９億７,８１３万９,０００円。先ほど申し上げましたようにトータルで４２

億６,５８７万５,０００円の減額ができるというふうにとらえております。 

 臨財債の件でありますけれども、これはご承知のように後年度交付税で措置をされるとい

うことになっております。ただ、小泉改革時代にこういうことをほとんど反故にされたとい

う苦い経験もございますので、今度はそういうことのないようにきちんとやっていかなけれ

ばならないと思っておりますが。平成２１年度、これはご承知のように大変税収の大幅な。

これは日本全国であります。そこで地方財政計画において、１０兆４,６６４億円の財源不足

が見込まれたということでありまして、発行可能額が市町村分で前年比５５.３パーセント増
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となりました。 

私たちの市でも一応目いっぱいの１０億３,３４０万円を計上させていただいたというと

ころであります。その結果で２１年度末で先ほどおっしゃっていただきましたように７４億

３４７万円の残高見込みでありますけれども、これも今触れましたその償還の全額は交付税

算入。こういうことになります。ですので、この状況はそういうことでありますが、先ほど

触れましたように国とて天からお金が降ってくるわけではありませんので、何かの変革があ

り、あるいは予測できない状況が突発的に出た場合にはどうなるかということであります。

これは国が約束をしていることでありますから基本的には国が対応すべきことだと思ってお

りますけれども、対応できなかったときは、これはまた大変なことになるということであり

ます。そういう認識は常に危機感としては抱いております。 

 実質公債費比率の見通しでありますけれども、１９年度では計画では２４.６というものが

２３.５に実質的にはなったわけであります。このベースでいきますと２１年の部分では予定

として２３.９ですけれども、例えば０.９下がるとすれば２３ということであります。 

ただ、今予算で皆さん方にもお示ししておりますように、不況の長期化をちょっと予想さ

せていただいて今後の財源確保を考慮して借換債。これは前年度は基金対応、合併振興基金

が２３億円だか２４億円だかあった部分で対応させていただいたわけでありますけれども、

これをこのまま基金において借換え債でこの部分に対応しようということでありまして、こ

れが１０年償還といたしますと毎年の償還額が７,２００万円程度増額はいたします。 

それを即、実質公債費比率という部分にぽんと当てはめますと０.５ポイント程度実質公債

費比率の予測がアップするかもわからないということでありますが、これは毎年度毎年度の

決算の中できちんと処置していきますし、今ほど触れましたように予測より０.９ポイント下

げて今、実質公債費比率が推移しておりますので、予想どうりの数値を上回ることはそうな

いだろうと思っておりますが、そんな状況であります。そして２７年、あるいは２８年には

１８パーセントを下回る数値にしていくと、このことについては何ら変更なく進めていける

ものだと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

２ 財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置について 

 次に財政産業育成を念頭においた専門部署の設置ということでありますけれども、経済対

策として既存の産業構造からの脱却や環境産業の育成に重きがおかれた政策、国は今そうな

ってきているわけでありますし、それは当然議員ご指摘のとおりでございます。 

私たちの市におきましても化石燃料の使用量削減を図る国の施策に呼応して、昨日の岩野

議員のときでしたか申し上げましたけれども、バイオマスタウン構想。これは近日中に承認

をされる見込みであります。そしてこの計画の中で木質ペレットの製造事業が盛り込めます

ので、新年度予算でその事業者への助成、製品を利用するペレットストーブの普及を図るた

めの補助金を計上させていただいたところであります。今までは構想の策定は企画政策課で

担当しました。しかし補助金は農林水産省の補助ということになっておりますので、市の補

助金執行は農林課が担当するということであります。そしてこれからのごみや廃棄物を利用
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することが事業化される場合は、新設する環境交通課を主体として廃棄物対策課とともに対

応していくということになりますので、国県の組織に沿わない専門部署というのは中々有効

な情報をキャッチできないという難点もあります。今、これからのそういう部門、それぞれ

の部門で今やっていることでそう齟齬が生じているわけではございませんので、現時点では

これらを念頭において全く新たな別の部門を新設するということは考えておりません。 

具体的な課題が出てきた時点ではフレキシブルに対応していかなければならないと思って

おりまして、対策室とかですね。いずれは基幹病院の問題については今年２１年度からは専

門的な職員を配置しますけれども、２年、３年ごろになりますとこれは基幹病院の、どうい

う名称になるのがいいのかわかりませんが、専門部署を大和病院内の方に病院事業とは別に

設けていこうという方向で今考えているところであります。そんなことが今現在具体的には

浮かび上がってきておりますけれども、ほかの部門についてまだ全く別個の専門部署という

ことは今のところ想定しておりませんのでよろしくお願い申し上げます。以上であります。 

○今井久美君  １ 新年度予算と財政健全化について 

それでは①の方から順次伺っていきます。市が負っている財政状況ですが、特に今まで実

質公債費比率が発表されてから上下水道の借入金が大きな原因だというようなことで、それ

については何度か話を伺ってきました。そして問題は一般会計の借入金残高の高さだろうと

私は思っています。そして今、合併をしましたから各々３町の持ち寄ったものがその結果だ

ろうと思いますけれども、事業成果だったと、こういうような話がありました。 

もちろんそれはそれでいいのでしょうけれども、私は内容を深く掘り下げて見ることがで

きませんので、一般会計の中にある残高が１０年前に同じように景気が冷え込んだときに、

国策として内需拡大景気浮揚を行ったときのものが大きく影響をしているのではないか。そ

んなふうに考えて確認のためにこの質問をさせてもらったわけであります。今、国はこのあ

とまた追加経済対策も検討されているようでありますので、もし、これが進んでいく中でま

た地方の負担が発生しやしないか。そんな危惧も含めてこの質問をさせてもらいましたが、

もう一度その辺のことを聞かせてもらいたいと思います。 

○市   長  １ 新年度予算と財政健全化について 

私も冒頭に触れましたように、私たちの地域ばかりではありませんけれども、景気対策と

銘打って地方に借金をして事業を発注しなさいと。その借金分は後年度国が面倒をみるとい

う約束のもとに９０年代の前半だったでしょうか、不況対策ということでやったわけであり

ます。けれども、さっき私が触れましたようにそれが小泉改革の三位一体改革という名のも

とにほとんどが切り捨てられたということであります。ですから当然内容は全部分析はして

おりませんけれども、その部分は相当あると思います。 

ですから、私たちも１８年度に非常に財政的に厳しい状況が見えましたので、職員の給与

カットも含めて財政健全化に取り組んだということであります。今ようやくその道筋は見え

てきたと。ただ、これからまた今、臨財債も出します、それから追加景気対策ということで

どういうものが出てくるかわかりませんけれども、地方にまた借金をしながらいろいろやれ
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ということになるのか。ちょっとわかりませんが、これらはもう二度とそういう約束事を反

故にされるようなことがあってはならないわけでありますけれども、時の政権が約束をして

もその政権が代わればこれはまたわかりません。 

ですので、本当に綱渡りのような状況という部分もあろうかと思いますが、しかし、少な

くとも国と地方が決めたことを担当が代わったから、政権が代わったからで、ころころころ

ころ変わるというようであればこれは国の体をなさないわけであります。そういうことにな

らないように、それこそ全国市長会あるいは地方六団体で結束をしてそういうことにならな

いようにきちんとやっていかなければならないと思っております。 

○今井久美君  １ 新年度予算と財政健全化について 

今の①の部分については概ね了解をいたしました。このあと２番３番と関連していますの

で、２番の方に移りたいと思います。２番の臨時財政対策債です。今ほど市長から話のあり

ましたとおり、やはり後年度にこれを国が面倒をみるという類の地方債ですね。元来地方債

というのは足らないところを補ってやるということではなくて、投資目的をもって発行され

るべきものだろうと思います。そんな意味から投資的な起債とは計上経費にあてることもで

きるという臨時財政対策債は全く異質のものだろうというふうに私も思います。 

こういう性質ですから今、市長自ら言われたように、本当に私たちが議員になった平成１

７年の１２月議会で財政健全化も出されまして、職員の給与の話も出て、三位一体改革のや

はりその反故というようなことで削減を大幅に全国的にされたというようなことがありまし

た。 

後年度国が面倒を見るというようなことが、この前の１２月議会で私も危惧したように、

この前も新聞に出ていましたけれども、地域手当の払い過ぎのところを財政が豊かだと、こ

ういったような理由で交付税を切ったというような話もありました。また、過去の交付税特

会の地方負担分の処理の行方もまだ未解決だと。 

こういったことで既に発行、借入する私ども南魚沼市は証書借入にしろ証券の発行にしろ、

南魚沼市名義で既に手形を発行しているようなものなのです。それで国がこういう形で過去

にも例があって、後払い的なものが非常に不安な部分があるというようなことで、今市長か

らもその辺を認識しながらという話でしたので、この辺についてはまた十分注意しながら進

めていってもらいたいと思います。 

そこで、後で交付税措置をされるということは、返済にまわす金がその年に入ってくると

いうことであって、性質的には合併特例債の７割と同じような見方だと思うのです。本来自

治体の自由裁量で使ってもいいよというべき性質の交付税が、もう既に使い道が限定されて

入ってくるということだと思うのです。そのほかにも自主財源が結構今回また落ちました。 

そうすると南魚沼市の予算を分析していくと、投資的部分よりも福祉関連のウェイトが非

常に大きいところがあると思います。その分、市民サービスが充実しているということだろ

うと思いますが、そういった観点から落ちてきても、市民サービスの観点から削減不可能な

部分が非常に多い。必然的に使途限定の経常出資比率が全体的に１００を超えるようなそう
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いう連続するような予算編制を組まざるをえないのではないか。そういう時代が来るのでは

ないかというふうに思いますが、この辺についてはいかがでしょうか。 

○市   長  １ 新年度予算と財政健全化について 

厳しいといいますか、臨財債の後年度交付税算入というこれは、先ほど申し上げたとおり、

信ずるよりほかにございませんので、その約束が反故にされないように私どもがやっていか

なければならないと思っております。地域手当の分は、あれは地域手当を本来支給――私ど

ものところはないのです。ですから後でまた触れますけれども。ところが３パーセントから

１８パーセントの枠の中で支給をしていい地域と、もう支給すべきでない地域と人事院がき

ちんと勧告したわけです。 

今、返還を余儀なくされている県あるいは市町村は、枠に示された部分より余計に払って

いたのです。ですから、当然交付税の算入の部分の基準財政需要額ですか、の部分を多く取

ったということです。ですからその分、交付税が多くいっているからそれは約束違反だから

返してくださいということで、財政が豊かだから返せとかということではないのです。約束

違反。そういうところが４カ所だか５カ所ありました。 

話がちょっと及びますが、私たちの市は地域手当はございませんので、返す必要がないと

いうことであります。そこで、最終的には臨財債の交付税算入が、本来の自由裁量の中の枠

が狭まるのではないかということではなくて、当然この臨財債の部分は今までの交付税措置

の上乗せとしてこれを出しているわけですから、トータルの枠の中へそれをみんな押し込め

ようということではありませんので。では臨財債を今発行したから後ほどいわゆる交付税と

して自由裁量の部分の枠が狭まるかというとそうではないとうふうに私は感じている。それ

は別に上乗せ分ということだと思っております。 

経常収支あるいは市の財政指標ですか、年度ごとに上向いてみたり下がってみたりいろい

ろしますけれども、これからどこの市町村もそうだと思います。やはり経常的な部分、福祉

関係ですね、そういうことが増えていくことは間違いありません。ですので、投資的な部分、

あるいはそういう部分が枠が狭まっていくということは、これは想定をしなければなりませ

ん。で、合併特例債の活用によって大枠のものは平成２７年度までにある程度整備をさせて

いただいて、それからシミュレーションにもございますようにいわゆる投資的経費というの

は半額ぐらいに落としていきます。そういうこともやりながらやっていかなければならない。

これからの市町村の経営はほとんどそうだと思います。 

それをやらないでいいかというとそういうわけにはいきませんのでやらせていただく。で

は、財源がどうだと。財源は今のところはそれがために、その財源がないがために、福祉関

係の予算も削らなければならないとかというそういう状況ではありませんけれども、そうい

う状況が何か突発的に出たり、あるいは恒常的に見込まれるということがあれば、どういう

手を打ってでもそのサービスを下げるということにはいきません。あるいはそういう状況が

みえれば市の職員の給与の減額だってまた考えなければならないかもわかりません。そうな

らないように私たちもいわゆる入りの確保、これにきちんと取り組まなければならないとい
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うことであります。「入りを計りて出を制す」というのが原則だそうでありますので。だた、

制す部分が非常に枠が狭まっております、確かに。ですのでそういうことは常に念頭に置き

ながら財政状況が逼迫しないようにいろいろ考えてやっていきますので、またよろしくご指

導をお願いします。 

○今井久美君  １ 新年度予算と財政健全化について 

今の地域手当については私も十分了解しております。ただ、そういうふうに見られるネタ

というのはできるだけ持たない方がよかろうということを１２月も心配したわけで、今申し

上げたとおりであります。 

 それでは③に入りますけれども、実質公債費比率２３ぐらいに想定できるかなというよう

な話でした。この実質公債費比率の皆さんが心配するこの数字が、最初新聞報道されたとき

に、うちに次いで２番目に悪かったところが、この春の新年度予算の新聞報道の中で、この

２１年度ベースの決算ベースで１８.１までいくだろうという記事があったものですから。ど

の自治体も今、財政健全化を謳っていない自治体はないぐらい、皆さんこのことに取り組ん

で体質改善を努力しているようです。実質公債費比率だけで全てのように報道されますので、

市民の多くがやはり心配をします。この自治体も将来の負担比率というこれも出ていますけ

れども、これはこの時点ではうちよりも悪いわけです。 

そんな悪いことを下の方から競ってもしようがありませんけれども、要するに１日も早く

ほかと比較しても劣らないぐらいの内容の財政状況だよということを、皆さんからも理解し

てもらいたいというふうなことだろうと思います。 

そして私は今回の市民アンケートによる総合計画を見直すことを非常に賢明な策だと評価

しております。昨日も合併協議を含めまして新市建設計画について議論がありました。いろ

いろな合併協議で確定した事業について、当時の町議会で議決があったものかどうかわかり

ませんが、先輩議員から批判があったりそんなことを見ていますと、合併時代のことが私と

してはわからない議員からすると、合併協議というのは一体何だったのだと、こういうふう

に思わざるをえないわけであります。早急に見直し、議会からも了解をもらって本当に必要

なことであれば早く手を打たないと、また特例債に間に合わないという事態になります。そ

の後の事業ということになれば、相当の自前の金をつぎ込まないと事業が達成できないとい

うことになりますので、またこの辺も進めていってもらいたいと思います。 

私は財政健全化に関連しまして１２月議会で職員給与について市長の見解をただしました。

今の予算で異論を唱えるものではありませんけれども、この人件費は財政健全化の一つであ

り全てではないと思っております。総合的に判断していく必要があると思います。予算資料

の健全化計画でも２１年見込みで計画より約２億円多い達成率７６.９ですか、そのくらいで

推移すると。 

来年度の財政健全化計画をそのまま予算化しておけば、「ば」の話ですが、計画の７１億

円よりも約１０億円多く達成できる数字になります。ぜひ、ひるまないでこの目標で進めて

いってもらいたいと思います。このことについては決して予断ができる状況ではありません
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が、これからの状況を静観していきたいと思います。 

２ 財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置について 

 最後の大きな項目の財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置についてというところ

ですが、たぶん今のところそういう必要はないだろうという答えだろうと想定しておりまし

た。私がこういうふうに思ったのは、今回の市税の落ち込みについて正直いって産業規模の

大きい長岡や県央地区が非常に大きな落ち込みをするのではないかというふうに思っていま

したが、結果、我が市と妙高市が率として最も悪かったということであります。 

大規模、大企業中心の城下町でもないのですけれども、なぜこんなに落ち込みが大きかっ

たのか。この辺のことはよく分析して、これからの支援や今後の対応を検討する必要がある

と思います。そして先ほど話もありましたように今回一般質問でも多く出ていますが、新分

野の産業育成について市内事業所で海外に進出したり、大手企業を相手に景気動向を読みな

がら荒波を乗り切っている企業のトップの方々も多数おられると思います。その人たちの意

見も聞く機会を得て、また作り上げていくということは必要なのではないかと思います。 

昨日、１番議員の答弁の中にも経済振興や産業育成は行政主導では進まないと。民間主導

を行政が支援する方法が望ましいという話がありました。この点については私も全く同感で

あります。経済産業は生き物ですので自由経済社会の中で、行政が計画的に進めようとする

ときっとうまくいかないと思います。行政はあくまで支援する態勢だと思います。 

以前この部門について市長に伺って市長がトップセールスでやるという部分も言ってもら

ったわけですから、今後も強力に市を引っ張っていってもらって、形の出るようにしてもら

いたいと思います。この辺についてまた考えがあったら聞かせてもらいたいと思います。 

○副 議 長  今井議員、大きな２番についての市長の答弁でいいわけですね。 

（「はい」の声あり） 

○市   長  １ 新年度予算と財政健全化について 

お答えいたしますが、大きな２番にいく前に実質公債費比率という部分について、改めて

また皆さん方に認識をいただきたいわけであります｡私たちの市がなぜこれだけ多い実質公

債費比率｡これは前々から申し上げておりますとおり、ほかの市町村には全くない要素が広域

水道企業団を市に全部いわゆる巻き込んだといいますか、それも合併したという。当時２０

０億円ちょっとの残債があったわけです。これによって約６パーセントから７パーセント実

質公債費比率を押し上げています。これは私は総務省の方にも行って話しているのですけれ

ども、ほかの市町村にはないことだからで私たちの市はこれだけ高くなっている。 

今、ではそれが例えば全くないとはいいませんけれども、ある程度水道の方で償却や償還

が終わっている部分を抱き寄せたのであれば、こんなことは全く話にもなんにもならなくな

る。ところがそうではなくて非常に大きな投資をして、その部分がそっくり入ってきており

ますので、そういうことですと。ただ、これはこれから投資をしてどんどんとまた借金を膨

らませていこうという水道会計ではございませんので、着実に落としていけますと。ですの

で、先ほど触れましたように１０何億円も毎年減らしているわけです。 
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ですから私たちの市が今２３あるいは２４という部分が、一挙に１８に落ちることはあり

ません。一挙に２００億円もお金が返せればそれは落ちますけれども、そういうことはあり

えませんので、緩やかですけれども平成２７～２８年にその目標をきちんと置いてそれを達

成していくということであります。ですから、心配するななんていうことは言えませんけれ

ども、実質公債費比率ということにとらわれすぎて市の財政が大変だ大変だという部分は、

あまりもう議論しなくても結構だろうというふうに私は認識しております。甘いでしょうか、

よくわかりませんが、そういうことであります。 

人件費はトータルで今年度予算の中でも一応２千数百万円減らしているのです。全体枠の

中では７千何百万円増えたということになっているのは、社会保険の国民年金基金の方にい

わゆる保険者が拠出をしなければならないお金が法令上にああいうことになったという、そ

れが約１億円なのです。国民年金の基礎部分ですよ。ですから職員が退職した後に受け取る

基礎年金部分のその部分。ですからこれはほかの市町村も全部同じですけれども、それが１

億円今年は出たということで、トータルで７千何百万円増えたということになっていますけ

れども、実質的にはそうではなくて２千数百万円の減であります。これらはまたいずれあと

でいろいろ控えていますので、みんなここで言ってしまうと。そういうことであります。十

分とにかく財政には一番の意を用いながらきちんとした対応をしていかなければならないと

思っておりますのでよろしくお願いします。 

市税の落ち込みは、これはどこの市町村も確か同じだと思うのですけれども、やはり想定

されていた部分があったわけですね、固定資産税の評価換え。例えば長岡や新潟というのが

私たちの地域と比べて地価の下落幅がどうであったかといわれると、わりあいと確か私たち

のところよりは下落幅は少ないのではないかと思うのです。そういう部分も若干助けて私た

ちの市がこれだけになったのか。妙高市も大変多いですけれども。相当厳しく見込んだつも

りであります。厳しく。甘くみていてまた落ちたなんてことにならないように今。それはも

うわかりませんけれども、そういうことで市税の落ち込みは７億円から８億円という部分を

予測しておりますので、これについてはなるべくそういうふうに落ち込まないように、また

一生懸命景気対策に力を入れていかなければならないと思っているところであります。 

２ 財政、産業育成を念頭に置いた専門部署の設置について 

 産業育成の件についてはまさに議員のおっしゃるとおりでありまして、そういう市内でも

トップ的な企業の経営者の皆さん、あるいはトップでなくても結構ですね、本当の個人経営

的な部分であってもやはりそういう皆さん方ときちんと私たちが話をして、有効な手を打た

なければ行政の考え方だけで、あれもやれ、これもやった方がいいのではないか、こういう

補助金を出せなんて中々やはりだめですので、議員おっしゃったとおりでありまして。そう

いう皆さんときちんと意見交換しながら、本当に生きる施策をやっていかなければならない

と思っておりますので、またそういう情報提供等もよろしくお願い申し上げます。 

○副 議 長  １１時５分まで休憩といたします。 

（午前１０時４８分） 
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○副 議 長  会議を再開します。 

（午前１１時０５分） 

○副 議 長  質問順位８番、議席番号１５番・樋口和人君。 

○樋口和人君  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

 それでは通告にしたがいまして一般質問を行います。子育て世代やこれから親になる若い

人たちに学びの場の提供をということであります。現在、南魚沼市では社会教育の一環とし

て地域家庭教育の充実ということで、家庭、学校、地域社会の連携のもと、家庭教育講座や

めばえ学級、そだち学級などが開催されています。また、福祉の充実の観点からは育児支援

としてマタニティサロン、育児学級などの事業を行っていますが、子育て世代やこれから親

となる若い人たちが親としてのあり方を学ぶ機会が少ないように感じます。 

例えば先ほどのめばえ学級、そだち学級でありますけれども、ここでは生まれたばかりの

お子さんから保育園にいく前までのお子さん、それと保護者の方たちを対象に主に皆で一緒

に時間を過ごし、その中で友達や仲間を作っていくというような感覚であります。 

また、マタニティサロンでは妊産婦への支援とカップルへの子育て知識指導を主にしてい

るようですし、育児学級についても乳児保護者への育児に対する必要な保健知識の伝達とい

うことを主眼として行っています。 

もちろんこれらのことは大切なことでありますし、施策として今後もさらなる充実を図る

ことを強く望むところでありますけれども、さらなる施策としてこれら親になるべき、これ

から親になるべき若い人、もっといえば小学生、中学生、あるいは高校生たちに親になる喜

びや充実感を学んでもらうこと。さらにそのために乳幼児に触れること、そして乳幼児とか

かわる体験をすることがとても大切なことだと考えています。そして先ほど言いましたこう

いったことを学ぶ場、これを提供することも大切なことと考えます。このことについて市長

の所感を伺います。 

○市   長  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

樋口議員の質問にお答え申し上げます。それぞれ議員も、今市が行っております事業とい

いますか、これはご存知だろうと思いますが、昨日も議長の方から話がありましたように傍

聴においでいただいている方や、ラジオを聞く方、また、理解していない議員の皆様方も含

めて、今やっている事業をご報告申し上げますのでよろしくお願いいたします。 

 まず、子育て支援事業としては子育て学習会を年６回やっております。それからマタニテ

ィは先ほど議員おっしゃっていただいたように年６回、これは妊娠されたご夫婦対象であり

ます。さっきの子育て学習というのは子育てに関心のある方ということです。育児学級が年

６回、育児中の保護者。ほのぼの支援講座、年１２回掛ける３地域、これは未就園児と保護

者ということであります。それからめばえ学級、そだち学級、親子サロン、これは年３２回、

育児中の親子。各保育園におけるにこにこ学級、年１２回これに２２保育園掛けますので相

当数になっております。それから各保育園での家庭教育学級、年１回、これが２２保育園で

あります。これらを行っております。 
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また、民営の保育園の中でもほぼ同様な事業を行っておりまして、大体ほかにおりますし、

このほかにも保健課で産婦新生児訪問、これを２～３カ月児訪問、各種検診などを行ってお

るところであります。 

これから親になる若い世代に対する学びの場の提供としては、保育園ふれあい体験、今ほ

ど議員おっしゃったように子どものうちから子どもに触れるといいますか、市在住の中高大

学生が対象でありまして、夏休み期間中２５日掛ける２２保育園でやっております。平成２

０年では参加者がのべ４０６人あったそうでございます。 

こういうふうにいろいろやっておりますが、議員おっしゃったようにそれこそまだまだ親

が親として親になるためのということで学ぶ場が少ないということでありますので、またそ

ういう内容も取り入れながら今後の対応をしていきたいと思っております。 

社会教育関係の方でも同じようなことで、先ほど触れた中に今は子育て支援部分で抽出し

ておりますけれども、社会教育関係も今触れたようなことを一緒になってやっておりまして、

いろいろやっておるわけであります。なんといいましても今のこういう世相の中で、親にな

る喜びといいますかそういうことを本当に、それぞれの子供達やそういう適齢期の皆さんが

感じていられるかといいますと、そうでないという部分も確かあるのかもわかりません、世

相的な部分では。ですので、そういうことをきちんと理解していただいて、本当に親になる

喜び、子どもを育てる喜び。これは人生の最大の喜びだと思いますので、そういうことがき

ちんと理解していただけるように皆さん方にあらゆる機会を通じながら。またこういうこと

で不足という部分がありましたらまたそれなりに追加をしながら。同じ今触れた中でも特別

なまたそういう部分をその中に設けるとか。そういうことを含めて研究してまいりたいと思

っておりますので、よろしくお願い申し上げます。また何か具体的にこういうことを、とい

うことがございましたらご指摘いただければご検討させていただきたいと思っておりますの

で、よろしくお願い申し上げます。以上です。 

○樋口和人君  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

所感をということでお伺いをしたところ、市長もこういった親になる喜びや充実感を学ぶ

こと、体験することが大切であると。また、その場を提供することも大事だと考えていただ

いているようで、大変ありがたいと思います。 

実はちょっと古いデータなのですけれども、総務庁、現在の法務省ですけれども、これが

平成８年に実施した調査で、子どもが幼いうちは夫婦関係よりも親子関係を重視すべきだと

いう意見に「そのとおりだ」と答えた親ですけれども、国別なのですが日本が２６.７パーセ

ントの親御さんがそのとおりだと。アメリカが４７.８パーセント。韓国が５８.２パーセン

トということで、私はちょっとこれをみたときに日本とアメリカがそうなのかな、日本がば

かげに少ないなというような気がしました。 

また、子育ては楽しみである、生き甲斐であるという意見に、「そう思う」と答えた親が、

日本では４４.２パーセント。アメリカでは７７.２パーセント。韓国で６８.２パーセントと

いうことで、本当にアメリカ辺りが生き甲斐であるというふうに考えている。逆に日本では
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子育てが生き甲斐だといっている親が半数以下というちょっとショッキングな結果が出てい

ます。 

また、これはちょっと新しいのですが、厚生労働省が平成１４年から３年間実施した調査

ですけれども、これによりますと既婚の女性の８割から９割が子どもを育てていて負担に思

うことがあるというふうに答えているということですし、その一番の理由が自分の自由な時

間が持てないことが、子どもをもった負担だというように答えているということであります。 

皆さんがこの結果をどう受け止めるかということでありますし、さらに最近では女子大生

あるいは若い女性に子どもを産むのも育てることもとても大変だという考えの方、先ほどの

とおりですが増えているということです。それで、出産ですとか育児が仕事をする上で大き

なハンディキャップになっているというとらえ方が圧倒的に多くなっているということであ

ります。 

そういった彼女たちにとっては仕事と子育ての両立ということが非常に大きな関心事であ

るということで、今、こういう言い方はしませんが、みどり児といいますか赤ん坊。子ども

を授かった喜びですとか、子育てがいかに楽しいものであるか。そして自分にとって報われ

るものであるかという発想が乏しいということになっているように思います。 

そこには仕事でキャリアを積んで経済的に豊かになるのが幸せであり、そのことで美味し

いものを食べたりいろいろな所に旅行に行っていろいろなことを見たり聞いたり、見識を広

め多くの人と出会って充実した時間を過ごしていく。そのことが幸せであり自己実現なのだ

というような考え方なのだと思います。もちろんこれはこれで否定するものではございませ

んけれども、やはり幸福、幸せという価値観のとらえ方には別の考え方も当然あるのだと思

っています。 

例えば子どもを育てることも大きな自己実現であって、自らの命といいますか、その命を

つないでいくことが人生にとっていかに大切なことかということを若い方たちに知ってもら

う、またその場を提供していくことが本当に大切だというふうに思います。 

本来、そういった子育てですとか親としてのあり方ということは、昔であれば家庭ですと

か地域で学んでいたわけですけれども、最近では核家族化ということで、自分の周りで小さ

い子どもを見かけることもありませんし、先ほど市長の答弁にもありましたけれども、保育

園とかでこういう場を作ってやらないと中々子どもたちに触れ合うことも出来ないというよ

うなことだと思います。 

それで、こういったことができるのかどうかということでありますけれども、小中学校の

家庭科という科目がございますけれども、まさに家族の基礎、基本というのを教えるのが私

は家庭科教育だと思います。この中で家族の大切さ等をもっともっと教えていくべきと思っ

ておりますけれども、こういったことが教育というのは国の施策となるわけですけれども、

例えば南魚沼市の中で教育特区というような形の中で、この辺をきちんと教えていくという

ことができるのかどうか、お聞かせを願いたいと思います。 

○市   長  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 
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本質的に人間、生物はみんなそうだと思うのですけれども、要は自分も生まれてきている

わけですから、その命をつないでいくという本能はあると思うのです。ところが今、議員触

れましたように経済至上主義、あるいは自己中心主義といいますかそういうことが非常に―

―悪いという意味ではないのですけれども、蔓延している。そういうことを求めれば当然、

子どもを産んで育てるというその時間帯は自分にとっては全く意味のないとか、そういうこ

とを感じるのかもわかりません。が、私は本能的にそういうことを感じるということではな

いような気がしますけれども、要は世相。世の中の流れの中でマスコミも通じてなんでした

か、この間はテレビでアラフォーとか何とかという４０代の女性がどうとかこうとかそうい

う。要はキャリア系で仕事をして、結婚もしないで颯爽と生きているのが非常に素晴らしい

といいますか、そういうことがわりあいといろいろ取りざたされたといいますか、広まった

部分もあろうかと思います。本質的には私はある意味では落ちるところまで落ちれば大丈夫

だろうと思っておりますけれども、落ちるところまで落とせないわけですので、これらは私

ども中心になって考えなければなりません。 

家庭科教育についてはこの後、教育長に答弁させますけれども、別にこういうことが私は

特区を取らなくてもできるような気がしますけれども。専門的な部分で答弁していただきま

す。いずれにしても子どもたちがこの地域をまたきちんと作っていく、守っていく。子ども

がいなければ本当に地域ばかりではなくて国も全部崩壊するわけであります。そういうこと

を思えばいずれかの時点の中である程度修正されていく部分も出るかと思います。極力早く、

やはり皆さんが子どもを産んで育てるのが本当に楽しいし、生き甲斐もあるし、そしてそう

いう部分で経済的に非常に困窮になるということは避けなければなりません。そういう部門

でやはり行政がどこに手を差し伸べていけるかということをまたきちんと模索していこうと

思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○教 育 長  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

前段につきましては今、市長から答弁がありましたので私の方からは端折りたいと思いま

す。議員ご指摘のように、子育てが負担であるとか、あるいは仕事を続ける上で中々難しく

なるとか、これも負担だということになりますけれども。こういうふうに女性の皆さんが考

えるようになったそもそもは、従来ややもすると子育ては母親、女性に任せっきりというふ

うなこういう私どもの社会が根底にあったのではないかというふうに思うのであります。 

今、お話の家庭科につきましてもかつてはこういう分野については女子生徒にだけ授業を

していたというふうなこともありました。これはその後、改められまして現在では男子・女

子一緒に授業を受けるというふうなことになってきておりますので、この後、変わってくる

ものだろうと思います。今後さらにご指摘のような方向で充実していく必要があるだろうと

このように思っております。 

現状を先に申し上げたいと思いますが、現在でも家庭科――これは中学校でありますけれ

ども――親になること、命をつなぐことの大切さ。あるいは幼児と触れ合うこと、これは今

現在家庭科で各中学校でやっております。ただ、このことに割ける時間というのが非常に限
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られているというのが現実であります。そういうことも受けてだと思いますが、新しい学習

指導要領ではこういう分野が大幅に拡充をされることになっております。家族、家庭と子ど

もの成長のことについて、例えば自分の成長を振りかえって家族関係のことを考えさせる。

それから幼児の生活と家族について。これは保育園なり幼稚園なりに出向いて実習して体験

をするということであります。 

それから、今、核家族化が進みますと高齢者というものも、たまに遊びに行く祖父・祖母

のことについてしかわからないというふうなことがありますので、地域の高齢者の皆さんと

の触れ合いというふうなこともやっていくということでございます。 

小学校におきましては、どうしても自分の身の回りのことを自分でできるようにしようと

いうふうなことが主眼になりますので、中学校の家庭科のような取り組みというわけにはま

いらないのかもしれませんが、いずれにいたしましてもこれからそういうことが大切だとい

うことは国においても十分認識されて取り組みが強化されるというふうに理解しております。 

○樋口和人君  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

それぞれこれからまたいろいろな意味でということだと思います。実はその社会の流れと

いう市長の答弁ありました、本当にそういうことなのだと思うのですけれども、そこら辺を

どこかできちんと。落ちるところまで落ちていると大変だということだと思いますし。先ほ

どの話の中では保育園の触れ合い体験ということがございましたけれども、実は、なんとい

いますか、親になっていく気持ちもこういうところでと思いますが、もう一つ、子どもたち

と触れ合うこと、自分よりか弱い命といいますかそれが自分を頼ってくれること。今、たぶ

ん子どもたちというのは親に依存しているところが多くて、自立というのが中々とか、自分

の存在意義というのがちょっと希薄な部分が大変あると思います。そんなことでもこういっ

た自分より小さいもの、自分が守ってあげるという、あるいは頼ってくれる子たちと触れ合

うことによって、自分に対する存在意義ですとかそういった部分が大変強くなっていくとい

うことだと思います。 

そういったことが自分を大切にしたり、当然他人をも大切にしていくということにつなが

っていくと思いますので、こういったことにも目を向けていただいて、保育園触れ合い体験

ですね。これもたぶんレインボープランの中に入っていると思いますので、こういったこと

もまた着実にレインボープランの計画を進めていただければというふうに思っています。 

レインボープランなのですけれども、これについてはたぶん、前期計画として来年度まで

が前半の計画ということで計画期間としてありますし、このあと後期計画ということで２１

年度までに前期計画を見直すというようなかたちの中で進んでいるようです。レインボープ

ランの見直し、あるいは見直していった中で今後、当然２１年度までに見直すということは

２０年度に見直しが終わっているものだと思いますが、この辺が私が見るにかなり計画より

は皆さんそれぞれ充実した施策を打っていただいています。先に先に数字的なものもかなり

早く進んでいるようですので、この辺が今後このレインボープランの見直しといいますか、

現在どのぐらいの状況で進んでいるのか。その辺をちょっとお聞かせを願えればと思います。 
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○子育て支援課長  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

今ほど質問のありましたレインボープランにつきましては、２２年度から後期計画という

ことで、今、前期計画５年間のものについて見直しを行っているところであります。２１年

度中にその見直しと、踏まえた上で後期計画について計画を立てようということで今、計画

をしているところであります。以上です。 

○教 育 長  子育て世代やこれから親になる若い人たちに学びの場の提供を 

議員からご指摘がありました自分が守らなければならない弱いものを守る。あるいは自分

を頼ってもらえる。こういう体験というのは非常に大切なものであります。特に中学生まで

の年代の子どもたちにとっては、あこがれること、あこがれる対象を持つこと。あるいは自

分が頼られて役に立っているという気持ちを持つこと。これが非常に大切であります。した

がいまして今現在はほとんど全ての中学校区で、小学校・中学校の連携というふうなことを

取り組んでおりますが、これに加えて幼稚園・保育園との接続というふうなことも今後真剣

に検討してまいりたいと、このように思っております。 

○副 議 長  質問順位９番、議席番号９番・遠山 力君。 

○遠山 力君  消防団の一層の活性化を 

それでは通告にしたがいまして消防団の一層の活性化について質問いたします。春になり

ますと災害以外でも消防団の方々は大変忙しくなります。４月に入りますと直ちに支会幹部

会議、それから消防団方面隊の幹部会議、そして下旬になりますと春の消防演習。それに先

立って去年の暮れから消防団では編成作業というのが２月頃までかかって始まっております。

それは消防団の活動単位である主に集落単位の部の編成に取り掛かっているわけであります。

一番大切な団員の確保であります。 

南魚沼市の消防団員の定数は２,４３０人であります。一つの部には最高で３０人ぐらいか

ら１０人ぐらいの消防団員の方とポンプでもって構成されております。社会全体が利にさと

くなっている現代において、損得を抜きにして地域を守る消防団の気概はまことに義と愛の

心そのものではないでしょうか。消防団の長い歴史を知ることによって、現在の消防団の辛

抱、心意気、思いとそれを取り巻く社会の現状がよりよく理解できるのではないかと考えて

おります。消防団の歴史についてのご認識をお伺いいたします。 

 ひるがえって、現在の消防団のおかれた立場をみますると最大の問題はやはり団員の確保

のことでありましょう。欠員の生じた部が増えています。平成２０年４月の時点ですが、ラ

ッパ隊を除く市内１５３の部の中で４７の部が欠員を生じています。実に２９パーセント近

くであります。平成１９年９月の議会で消防団員の定数条例が改正され、定員を減らしまし

た。そのときの質疑で消防団員の確保について、市をあげてやっているのだけれども、どう

しようもないというような答弁がなされております。あれから市をあげてどのような団員確

保をなさったでしょうか、そしてその成果はいかがであったでしょうか。 

当市の消防団員の定数は先ほど申し上げましたように２,４３０人であります。平成２０年

度当初の実員は２,４１８人、その差は１２人であります。この数字についてはどうお考えで
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しょうか。かつて、昔の話ですが、消防団員が多いからと全国的に減らした時期がありまし

た。そして今ではどうでしょうか。国から減らすな、少なくとも現在の人数を確保しなさい

というような通知がきております。 

 消防団員の職業も自営業よりも勤め人の方が多くなってきています。昼間の火災、災害の

対応についてどのようにお考えでしょうか。聞いたところによりますと、自営業を含めての

管内に仕事、職場、勤務をする団員の方は８５パーセントと大変高い率であります。特に問

題はないようにも見えます。しかしこれは市内のうちでも職場や工場やそういうところがあ

るところに集中しているわけでありまして、そういうところが全然ない集落、何かにおきま

しては昼間消防力が極端に弱くなってしまうというおそれが十分にありますし、そういうと

ころが現にあるのではないかと考えております。 

そして、じわじわでありますが高齢化も進んでおります。平成１０年度、平均年齢が２９.

９歳、１５年度は３０.９歳、２０年度は３１.７歳とほぼ５年に１歳の割合で高齢化してお

ります。第一線で跳んだり走ったりする、いわば体を張って仕事をなさる団員という階級の

方、５０歳以上の方が４人おいでです。１０年前にはいなかったのです。このような状況を

踏まえて消防団の将来はどうあるべきか。どのように育てていくか。どのようにして一層の

活性化を図っていくかについてお伺いいたします。以上であります。 

〇市   長  消防団の一層の活性化を 

遠山議員の質問にお答え申し上げます。消防団の歴史ということでありますけれども。聞

くところによれば８代将軍吉宗が、大岡越前守に命じて町組織としての火消しを作らせたと

いう、そこだというふうにいわれておりますけれども私はそこまでは詳しくわかりませんが。

昭和２３年に消防組織法というものが施行されておりまして、全て市町村の責務にこれが移

されてきた。その後、大和地域、塩沢地域、六日町地域と順次消防団が組織をされまして、

昭和２８年、町村合併促進法の施行に伴いまして昭和３１年に六日町、３２年に塩沢町、３

７年に大和町が誕生した。これはご存知だと思いますけれども。 

当時の青年は、私たちがそうでありましたが消防団に入らなければ一人前でないというよ

うな時代もありまして、非常に入団者が多くて私は当時をよくわかりますけれども、町の職

員は消防に入ってはだめだといわれていたのです。ですので私は町の職員になる前に土地改

良区の職員のときは消防団にいたのですけれども、町職員になって辞めました。辞めさせら

れたというか、そういう時代でしたね。そして大勢いて確かに入れなければ本当に一丁前で

はないなんていうふうにいわれた時代があったわけでありますけれども、今こういう状況に

なっているところであります。 

消防団そのものは地域防災の要ということばかりではなくて、地域の祭りの方からいろい

ろの分野に頼りにされておりまして、非常に重要な役割を果たしている。それから若い皆さ

ん方がここに入ることによって規律、集団行動、人格形成、これらについても非常にいい方

向での影響を与えてきたものだと思っております。 

いろいろこの地域にも過去に災害等があったわけでありますけれども、市民の皆さん方が
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不安に陥る中で先頭に立って組織力とそして使命感ということでしょうね、そういうことを

駆使して市民の皆さん方の被害を最小限にくい止めてきたわけであります。これは本当に大

きな功績だと思っておりますし、今後ともやはり消防団組織はきちんと維持を堅持していか

なければならないというところであると思っております。 

私も消防団の演習等の訓示の中で常に申し上げておるところでありますが、６万３,０００

市民の生命、財産、これを守り得るのは皆さんをおいてほかにないということを。そういう

ことでありますので、待遇的にそういいことではありませんけれども、崇高な使命感のもと

に消防団活動に励んでもらいたいということをお願い申し上げているところであります。 

現状は、一定基準が設けられておりまして、我が市においては消防ポンプに必要な団員数

が５４８名、大規模災害時や市の国民保護計画というのがありますけれども、この武力攻撃

事態等における住民の避難誘導に必要な団員数が１,４６７名、地域特例として豪雪対策に必

要な団員数が６１６名、これであわせて２,６３１名というのが基準になっております。 

しかし、議員おっしゃったように団員数が中々増えません。年々減少しておりまして、１

０年前には２,５９５人あったのが平成２０年には２,４１８名まで減少しております。これ

もご指摘いただきました３割近い部が定員割れということでありまして、今後は部の統合、

隣接部、そういうところの統合も考えていかなければならないというふうに思っております。

今年はまた、２１年度は消防団の幹部の皆さん方とそういうことも俎上にあげて、具体的に

取り組んでいこうと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 就業形態の変化は本当に大きなものでありまして、今、団員全体に占める被雇用者団員の

割合が議員おっしゃったようにもう８割を超えているわけであります。事業所側の消防団活

動に対する一層の理解と協力をお願いしなければなりませんし、お願いしているところであ

ります。今年の出初式ではご承知のように、そういうことに貢献のあった企業の皆さん方を

表彰も含めてさせていただきましたし、消防団業務に協力していただいている事業所という

ことで、市民の皆さん方からご理解いただくようにそういう表示板的なものも交付させてい

ただいて、感謝を申し上げたところであります。 

 将来につきましては先ほど触れましたように、やはり消防団組織というものはきちんと維

持をしていかなければならないと思っておりますので。ただ、常備消防が非常に充実してお

ります。安全に対する市民意識、これも中越大震災を機に非常にまた高まってきております

ので、消防団は常備消防の補助的役割という従来の概念から脱却をして、やはりその地域、

地域のニーズを踏まえた安心・安全活動の方へ力を注いでいく必要があろうと。そうなりま

すとそれぞれの地域防災といいますか、そういうことをきちんとまた取り組んでいただく必

要がありますし、自主防災組織との連携、これもきちんと重点に置いて活動を行っていただ

きたいと思っております。 

大規模災害が起きますと常備消防の手が回らなくなる、これは当然でありますが、その地

域の消火、救助活動、避難誘導。これらも全部消防団からやっていただくようになりますの

で、本当に大変な役割であります。そういうことも含めて平常時から地域防災のリーダー的
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役割をやっているのだという気概も持っていただくように、またお願いしていかなければな

らないと思っております。 

 今後でありますけれども、将来も同じでありますが消防団の活性化の基本的な部分として

は、新たな役割の明確化。具体的には地域に密着した防災のリーダーと、先ほど申し上げま

した。それから災害時の要援護者の把握、応急手当の指導、自主防災組織と連携した実践的

な訓練これらがあげられると思います。そして消防団の確保。これが非常にやはり難しいわ

けでありまして、いやだから入らないという部分よりも少子化による減少ということの方が

大きいのかもわかりません。 

ただやはり、こういう市街地の中になりますと、毎々申し上げておりますけれども、お願

いに行くと親から先に断ってうちの子はとてもそんなところはだめだと。こういうものもま

だございますので、そういうことへの対応といいますか、理解をしていただくような努力も

またしていかなければならないと思っております。 

それから事業所の皆さん方からも消防団に入ると業務的に支障があるから入らないでくれ

ということがまだないばかりでもないのですね。ですので、そういう事業所の皆さん方にも

きちんとした理解をいただいて、協力をしていただこうということで、先ほど触れました市

消防団協力事業所表示制度を積極的に活用しながら取り組んでいきたいと思います。 

そして、消防団員の就業形態を考慮して従来の訓練の基本的、抜本的な見直し。春の演習、

それから中間では７月の防災訓練、そして秋の演習、あるいは出初式。それぞれあるわけで

ありますけれども、こういうことでいいのかどうなのか。日数や時間を軽減できないか、あ

るいはもっと効率的にできないかということもきちんと今年度には協議をしながら、改革を

しながら。消防団員の皆さん方が訓練にも参加をしやすい環境を整えていくことも、そして

実のある訓練でなければならない。そういうことも考えながらやっていきたいと思っており

ますので、よろしくお願い申し上げます。 

○遠山 力君  消防団の一層の活性化を 

それでは２～３またお伺いいたします。私が危惧しておりますのは、２,４３０人のうち、

現在２,４１８人いるのだと。だからそんなに心配ではないのではないか、というのが出ると

心配なのです。この４７部ある欠員の合計を足しますと１１５人になります。なぜこんなこ

とになるのかということになりますと、これは消防団が以前定数を減らしたときの残りがあ

るのですけれども、１９人ぐらいのところに３０人の団員がいるところがあったり、そうい

う定員よりも余計在籍している方がいるところがありますので。今度はその分足りないとこ

ろは１３人の定員だというのに７～８人ぐらいという極端な話も出てくるわけで、そういう

ものが総定数だけで話をしていますと表に出てきません。 

それで市長はさっきおっしゃっていましたけれども、４７ある欠員の部。これを何とかし

なければならない中には、１人ぐらいだったら何とか活動にはですけれども３人、４人と欠

けてきますとこれはもう部長さんは涙が出るぐらい切ないのです。それで、市の方で市をあ

げて応援しているとおっしゃったそのことについて私が質問しましたのは、そういう本当に



  - 26 -

涙が出るぐらい困っている部長さんを何とかして助けてあげられないか。そういうことにつ

いてもう一回ご回答をお願いします。 

 それから、入り手がいないというのを少子化と意識の変換、変わってきたのがあるのです

けれども、その中には関心がない「消防団、なんだそれは」という関心がない人と、マイナ

スイメージといいますかそういうものを持った方が増えてきているのではないかという心配

があります。そうではなくて、市長の歴史認識の中にありましたように消防団は若者だった

らそこを通ってきたら規律ある性格が作られたり、人格が醸成されたりそういうプラスの面

があるとかそういうことを。それからもう一つは私たちは消防団に今まで守られてきたのだ

から、今度は自分ができる立場になったら自分が消防団になって、社会を守っていかなけれ

ばならないのだというような気持ちを持ってもらうために、これは教育といいますか。長い

目で見れば教育でもってこういうことをやっていくことによって、１０年、２０年後に消防

団を世間が見る目といいますか、そういうものが育ってくるのではないかという気がします

ので、そこら辺についてお伺いいたします。 

 負担が大きすぎるということも私は質問しようと思っていたのですが、市長から回答いた

だきました。１年間で相当の日数、若い働き盛りの人については日曜日が７～８回潰れてし

まうわけです。そういうものをこれから考えていただくことも大事だと思っております。 

 次に、先ほどの非常に困っているところの話なのですけれども、総務省消防庁から昨年９

月通知がきたものにありますと、基本団員がどうしても集まらないところについては機能団

員。機能別団員というものを使うことも吝かでないと。基本的には本来の団員なのだけれど

も、部分的な活動だけをする機能別団員みたいなものを入れてもいいから、人数を確保しな

さいというようなことをいっています。それについての市長のお考えをお伺いします。以上

であります。 

○市   長  消防団の一層の活性化を 

再質問にお答えいたしますが、市をあげて応援するというのは具体的には、私どもはとに

かく団員の確保ということで、市をあげてといってもこれは例年やっていることで、区長会

でのそれぞれのお願いとか、市の職員にも率先して地域の消防団に入ってくれということで、

今、市の職員は相当数確か入っていると思うのです。さっき触れました今度は事業所関係に

ついては、そういう制度もまた設けながらそれぞれ消防団員になる人の負担軽減やそういう

ことのために努めて、そして皆さん方からご理解願おうということであります。 

 関心のない人が多い、まさにそういうことです。特に災害がなければまたずっと忘れ去ら

れる。これはもう大分前ですけれども、実は城内中学校に松原先生という校長先生が赴任し

た際に、中学生に消防団の訓練を――休みの日ですけれども、その日は学校に出てきてもら

って次の日を休みにしたのでしょう――訓練を見学させました。そして消防団員の、皆さん

のお父さん、お母さんも含めてですね、こうして一生懸命みんなを守っているのだというこ

とを子どもたちにきちんと教えたのです。残念ながらその先生は亡くなられてしまいました。

それで１年か２年で終わったのですけれども、そういうことこそが一番の消防団員を理解し
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ていただける方向だろうと思っております。けれどもいろいろおっしゃる方がいまして、あ

そこで国旗掲揚をするのに中学生を出すのは何とはとか、軍隊みたいだとかいろいろありま

す。これは遠山教育長から後で答えてもらいますが、そういうことをやった方がいいかどう

か。 

これはやはりさっきの子育ても同じです。とにかくそういうときから本当に我々は誰に守

られて生きている、どういうことでちゃんと生きている。それを意識づければ消防団に入り

たくないなんてことは本来ならないと思うのです。まあその辺は理想的な言葉でありますけ

れども、そういう方向を目指していかなければならないと思っております。負担の多さにつ

いては先ほど触れたとおりでありますので、極力見直しできるところは見直して、負担軽減

にも努めたい。 

 機能的団員。まだ私どもの地域は、欠員部分はちょっとありますけれども、それはある程

度、例えば簡単な例でいいますと私どものところの法音寺と藤原、これが一つになれば地域

的になんてくっついている地域ですからそれでいいのですね、ある意味では。ですからそう

いうことをきちんとやっていって、なおかつ本当に足らないぞと、そういう部分については

こういうことも十分趣旨を生かしながら、そういうことにも努めていかなければならないと

は思っております。今はまだそういう状況が出ている部分があるや否や、ちょっとわかりま

せんが、これはもし消防長の方でそういう部分も把握しておるようであったら答弁させます

ので、よろしくお願いいたします。 

○教 育 長  消防団の一層の活性化を 

答弁申し上げますが、消防団の演習等々が主に中学校の施設を使って実施されていると思い

ます。したがいましてこういうときに中学生に見学させるということは、非常に意義がある

とこんなふうに思います。 

先ほどの樋口議員への答弁でも申し上げましたが、やはりあこがれるというふうなことは

非常に大事なことであります。消防団がきびきびと行動して、そしてそれが自分たちを守っ

てくれるための日頃の訓練、その訓練の成果の発表ということでありますから、やはり機会

があればそのような方向で臨みたいとこのように考えております。 

○消 防 長  消防団の一層の活性化を 

補足させていただきますが、今現在部の方で欠員があるということであります。従来は町

場にあえて多いような状況でありましたが、最近はどうしてもやはり村部の方にもそれが影

響が非常に大きい内容であります。特に城内の奥の方というか、三分団と申しますが、三分

団のエリアは大変部が多いということであります。行政区が多いということで、その行政区

ごとに部を編成しておりますからその関係上大変部が多いということ。 

それとやはりサラリーマン化が非常に進んでいるということであります。２～３年前一部

統合しましたが、またここにきまして昨年１年間かけて部の統合を検討して、この２１年度

中には区長の方とお話をさせていただいてまた統合したいというふうに考えておるようであ

ります。 
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いかんせん、欠員状況でありますが、全国的には２００万人いたのが今は８９万人であり

ます。新潟県はついと４万人を割り切って、今３万８,０００人ぐらいであります。４７都道

府県の中では兵庫県が一番消防団員が多い状況です。そして近年はこの消防団協力事業所表

示制度をスタートしてから東京都が多少にも団員が増えてきております。 

あえて増えていないのがほかの県でありますが、私は新潟県は人口２３０万人、２４０万

人の中でやはり４万人を多少切るぐらいですから、そうは消防団員が減ってどうしようもな

いというとらえ方はしておりません。特に私どもの方の市としては、もちろん過去は２千４

００～５００人おりましたが、まだまだどうしようもないというところまではいたっていな

いと私は考えております。 

この１月、出初式で表彰を交付させていただきましたが、今、事業所で５人以上消防団員

がいる事業所は、当うちの管内では４１事業所あります。そしてその中で５名、１０人以上

の事業所の２０事業所に今年の出初式に市長の方から表彰交付していただきました。一番多

い事業所が当市役所６５名であります。以下、ＪＡ魚沼みなみ、しおざわというふうに続い

ておりますが、この辺をさらにこの事業所の社長さん、所長さんの方から協力いただいて、

できればスムーズに訓練ができる、あるいは現場活動ができるという位置付けを改めてまた

お願いをしているところであります。大いに期待をしたいというように考えています。 

 機能別団員というお話が出ましたが、これは今の消防団員は演習も出る、もちろん現場も

出る、予防査察も出る、自然災害も出るという、ありとあらゆる災害にでるということであ

りますが、国では機能別に切り替えてもいいからもっともっと団員を入団させろと、これが

国の施策であります。 

私どもの方では自然災害、大雪が降れば重機隊、あるいはタイヤショベル隊、あるいは屋

根の除雪隊といろいろ機能別も考えられますが。果たして今、国でも進めていますが中々機

能別が増えない理由としては、どうせ入れるのであればやはり何でもできる消防団員が私は

欲しいと思っております。 

女性消防団員、私ども湯沢も２名ほどおりますし塩沢の方で４名ほどおりますが、女性消

防団員よりもやはり力のあるバイタリティのあるどこでも使える男の消防団員。これまさに

私もいいかなというふうに考えております。当面やはりうちの市の消防団、機能別は、何と

してもどうしようもなくなればそれも考えますが、できれば今の人数の中であればやり繰り

はできるというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上です。 

○副 議 長  １時１０分まで休憩といたします。 

（午前１１時５９分） 

○副 議 長  延会前に引き続き会議を開きます。 

（午後１時１０分） 

○副 議 長  質問順位１０番、議席番号２８番・若井達男君。 

○若井達男君  通告にしたがいまして一般質問をさせていただきます。雪のなか傍聴者の

皆さん方、本当に足元の悪いなかご苦労さまでございます。一生懸命やりますので議員、執
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行部に負けないように聞いていただければというふうに思うところでございます。 

放って置けない。感染症対策と危機管理は 

放って置けないは、これは第２弾です。昨年の３月同じようなことで放って置けないとい

うことで保育園問題を取り上げました。やはり今回もこの放って置けない感染症対策とその

危機管理ということで通告しておきました。そしてその中の一つとして新型インフルエンザ、

ノロウイルスの発生ということについて質問させていただきまして、それに対する行政、市

の方の予防及び危機管理はどのようになっておるかということでございます。 

私もこの保健医療についてはしばらくぶりの分野でございます。議員になった頃はやはり

城内病院が心配で城内病院運営はいかがなものかというようなことでやってきたわけですが、

久しぶりの保健医療ということで緊張しておりますが、ひとつよろしくお願いいたします。

それでこの新インフルエンザ、ノロウイルスですがなかなか難しくてどこから切り込んでい

いのやら、どこを押せばいいのかというようなことで自分なりにも悩んだわけなのですが、

角度を変えましてノロウイルスも新型インフルエンザも要はウイルス感染なのだ。というよ

うなことでその前段として、やはりノロウイルスについては食中毒ということ。そしてこれ

がほかの食中毒とは違う感染症、感染があるということで特徴を分けているわけですので、

感染性胃腸炎ということが言われているわけです。 

そういった角度から取り組んでみたいと思っておりますし、新型インフルエンザにつきま

しても、今まであります従来のインフルエンザと、そしてあわせて市長の所信表明にも出て

おります新型インフルエンザの発生については、万全を期さなければならないと。そしてそ

の対策を早急に考えていくということを、所信表明で述べられておりますもので、やはりこ

のインフルエンザにつきましてもそういった角度から質問をさせていただきます。 

食中毒これにつきましてはつい最近まではＯ１５７、これは大腸菌による食中毒。それと

サルモネラまた黄色ブドウ球菌これらが食中毒の主な原因というようなことが言われてきて

おったわけです。私もこのノロウイルスということがいつから出てきたのか、昔はこういう

言葉がなかったがなというようなことで聞いてはおりました。やはりこれをちょっと調べて

みましたら平成１５年からこのノロウイルスという言葉が使われております。そしてその以

前は平成１５年までは小型球菌ウイルスといわれておったそうですが、それによる感染とい

うようなことになっております。 

そしてこのウイルス感染は今までですと１年を通した中に大きな波があったということが

言われておりますが、最近はこのノロウイルス感染性胃腸炎については夏場でも発生してい

るということが言われております。そういうことでこの感染性胃腸炎は夏場でも発生してい

るなか、つい最近にも報道等で報じられておりますのが２月の末には、糸魚川市の保育園で

感染性胃腸炎が発生したというようなことで、これらも児童職員が感染したということにな

っております。あわせて最近では上越の旧大潟地区になりますか。こちらの保育園でもノロ

ウイルスの感染がみられたということで報道されております。 

それでノロウイルスについてはさほど心配がないかというようなことですが、しかし症状
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が進むとお年寄り、それから小さな子どもたちになりますと死にまで至るということが言わ

れております。保健所の発表等については先ほど申し上げましたが１年中は発生しておるが

ということですが、昨年平成２０年においてはこの３月期、１月から始まると第１１週にあ

たる昨年は３月１０日から１６日までに一番の発生の届けがあったということになってはお

りますが、なかなか発生状況数というものは私たち一般のところにはなかなか表れてこない。

そういったことでまずもってこの発生状況、これについてをお伺いするところでございます。 

私どもの地域でも聞いておるところによりますとやはり保育園での発症また老人医療施設、

介護保険施設そういったところからも発生しているというようなことを聞いておるわけです

が、今ほど申し上げましたように実際はなかなか見えてこない。しかしながらそれが、黙っ

ているがために感染者が次から次へと増えていく。小さな子どもさんが保育園に行ってそし

て下痢になった。気が付かないでいるとまず親が感染して下痢もしくは嘔吐、発熱等を出す。

また、お年寄りが介護保険施設または医療施設等に入っている中でウイルス感染になったと

いうときにつきましても、これらは家に帰ったときにはその家族が感染してしまった。 

これらはごく普通の一般家庭にある状況ですが私が一番心配しているのは、この感染症状

がそういった介護医療施設、介護福祉施設そういった大勢の体力の少ない年寄りの集まって

いるところから発生したときに、どういったかたちになるかということ。これが一番心配に

なっております。現実問題、介護福祉施設で発生した話を聞きますと、そこには南魚沼市の

魚沼荘からのデイサービスの利用者がおったと。そういった方がいただけでなく、やはりそ

の中には感染者が出ておった。これらが気付かずにそのまま施設に帰ったときに、どういっ

た状況が発生するかということを考えると、これは一歩間違えると大変おそろしい状況にな

るというふうに考えております。 

７０人、８０人の入所者がいる。２４時間一緒。３６５日寝食を共にしていると。こうい

ったところで感染者がわからず１日～２日置いたときにはすべてといっていいくらいの感染

になると思います。そういったことでまさに放っておけないノロウイルス食中毒感染性胃腸

炎ですが、これらについての対応策も一つ。どういった対応策をいま市として考えておられ

るか。これはやはり一時的なものではなくてこれからも１年中、毎年繰り返される問題だと

いうふうに考えているところでございます。 

 続いて新型インフルエンザについては万全を期して早急に対策を行うということになって

おりますが、新型インフルエンザというものはいかなるものかということです。これは日本

中まさに「感染列島日本」というような映画化までされているわけですが、この映画の内容

については知りません。しかしながら新型ウイルスそのものは今まで人が感染したことのな

い新しいウイルスであると。私がここでごほんと咳をした。はくしょんといってくしゃみを

した。これがこの議場にいる皆さん方、執行部の皆さん、傍聴者の皆さん方も免疫性を持っ

ていないと。そういった新しいウイルスだということですので、これが感染すると一気に大

流行して重症者が見られる。そしてやはりこれも行き先は大きな死亡者が出るのだと。 

新型インフルエンザの発生においては、かまわないでおくと６０万人から７０万人の死亡
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者も出るということが報じられております。やはりこれらに対しての今現在この新型インフ

ルエンザが発生しているかどうか。その辺も一つありましたら伺うところでございますが、

このいち早い対策を考えていかなければならないというふうに思っております。 

新聞報道等でもありますが、今の新型インフルエンザについては今までのタミフルですか。

これはインフルエンザの薬。これについてはインフルエンザにもう耐性になってきてインフ

ルエンザの菌が負けないと。薬が負けてしまうと。ウイルスが強いといったことでそれに対

する抗ウイルス薬というものが今は開発されているそうですけれど、これらが使われている

のは東京都だけだと。リレンザとかいうそういった薬だそうですが、これらは４６道府県に

ついてはまだ準備がされていないと。東京都だけだと。 

そして東京都につきましてもやはり１,２００万人の人口に対して、１０年度、来年度まで

には６割の８００万人に対してのリレンザ薬を準備するということが言われております。こ

れは確かに一言でいって１市がすぐにできるかどうかという問題がでてきますが、他市県と

いうことに構わず、わが市として独特の抗ウイルス薬に向けて進んでいかなければならない

というふうに考えております。 

そして今までの私どもの経験の中で今までのインフルエンザはどうだったか。私どもがお

じいちゃん、おばあちゃん、それから自分の親から習ったのは、これはスペイン風邪、昔の。

スペイン風邪が今から９０年前ぐらいに発生した。大正７～８年の頃だと思います。そのと

きに、これも当時なものですから発生したときには新型インフルエンザといわれた。しかし

その中からだんだんと新薬が開発され、それぞれ私ども人間が免疫が出てきておって、２～

３日気をつければ風邪かなということで。それとあわせて予防もきちんとなっているという

ことで、そう多くは進まないわけですが、インフルエンザに変わる新型インフルエンザの対

策は、ぜひとも早い段階で対応をしていかなければならないということです。市の考えを伺

うところでございます。壇上からの質問は以上でございます。 

○市   長  放って置けない。感染症対策と危機管理は 

若井議員の質問にお答え申し上げます。新型インフルエンザ、ノロウイルスこれらの感染

状況や予防、あるいは危機管理についてということでございます。まず最初に感染状況につ

いてでございますけれども、新型インフルエンザ、高病原性鳥インフルエンザ――面倒な名

前ですけれども。この感染は今のところ日本には確認されておりませんが、ご承知のように

東南アジア等で若干確認はされている。しかし、現時点で人から人に感染する新型インフル

エンザ、人から人に感染したというそういう発生報告は今のところはございません。 

しかし、これはいろいろ今、報道機関等からの報道等もありますように、世界のどこであ

るいはいつ発生するか、あるいは発生してもおかしくない状況だといわれておりますので、

その危機管理対策は非常に重要になっているところであります。私、実は消防の方から２１

年度予算あるいは２０年度の補正等で、この対応のためにということで消防団員といいます

か消防常備の方ですね、この皆さん方の防護服だとかそういう予算要求を受けたわけであり

ますけれども、今回はその予算を一切計上しておりません。 
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一つにはまだ私たちの市が行動計画ができておりません。今、県内で行動計画を作成した

のは見附市だけだというふうに聞いておりますけれども。まだできていない。もう一つはで

すから行動計画ができていない中で、常備消防の部分だけをというのはちょっとやはり抵抗

がある。それからもう一つ、危機管理的には非常に危機感を抱いておりますけれども、もう

少し状況もみたい。と申しますのはいろいろ情報収集をいたしますと、日本から発生をする

おそれというのはまず今のところありえないだろうと。だいたいが東南アジア系。後ほどち

ょっと触れますけれども、なぜそうだかというのを。 

そこでやはり我々がそういう体制をとらなければならないことはもちろんでありますが、

水際作戦といいますか出入国管理。空港だとかあるいは公安ですね。こういう部分をきちん

とやっていけば、ある程度、日本の中の発生というのは防げる部分が相当出てくるのではな

いか。もう一つ非常に恐ろしいことではありますけれども、あまりこのことに過敏になって

いたずらな不安を招きたくないというそういう部分もちょっとあって、当面今の予算化、消

防署に対するその部分の予算化は見送っているところであります。けれども、行動計画は早

急に今策定中でありますので早く作って、その行動計画に基づいて対応をきちんとしていこ

うと思っております。 

ノロウイルスの件はこれは南魚沼市の実患者数のデータはつかめておりませんけれども、

新潟県において各地域これは新潟市など１３地域で、南魚沼市では２カ所の医療機関で定点

観察をしております。そこで昨年の１２月から本年２月の１２週間における私たち南魚沼地

域――これは湯沢を含みますけれども――の定点感染調査で１医療機関あたりの１週間の平

均患者数が４.１、前年平均の６.２、前々年の９.０を下回っていると。ノロウイルス患者が

出ているということであります。しかし下回っている。 

そこでノロウイルスの感染予防の啓発普及につきましては、当然市でも広報等を通じて行

っておりますし、特別養護老人ホームの八色園、あるいは魚沼荘、あるいは保育園これらに

ついては特に重点的にやっているわけでありますけれども、今年度は保健所がまた市内の保

育園、幼稚園、小中学校にも出前講座を行って、現場での啓発普及に協力していただいたと

ころであります。 

対策は議員今おっしゃったように感染した方の吐しゃ物これらの処理が非常に重要になっ

てくるわけでありますので、なんといいましてもいち早く下痢症状等が出た場合は、医療機

関にすぐ駆けつけてそして治療を行うということが一番でありますけれども、あとは出たと

ころでは一斉に消毒をさせていただくという対応は、今までとってきております。議員おっ

しゃったようにちょっと魚沼荘でも前にあったようでありますし、いろいろの場面でたまに

たまに発生するわけでありますけれども、もっともっとやはり啓蒙啓発をしながら、この対

策に力を入れていかなければならないと思っております。 

 それから新型インフルエンザ。これは今タミフルという部分は、六日町病院には県として

はまだ用意しておりません。先般、宮永先生にお伺いしましたら５００人分ぐらいは一応大

和病院にはタミフルというものは保管といいますか、備蓄をしてあるということであります。 
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この予防とまん延防止対策。これは健康被害を最小限にとどめるわけでありますし、社会

経済機能を破綻に至らせないために大変重要であるというふうに認識はしております。もし、

の話ですけれども国内で発生した場合の基本方針は、まず直ちに患者に対して新たに接触者

を増やさない環境下で適切に治療をして、新たな感染経路を絶って感染源を減らすという患

者対策であります。ここで先般宮永先生ともちょっと相談した中では、例えば感染者が出た

場合、これを医療機関で受け入れるわけでありまして、隔離をしなければなりません。 

そうなりますとこの辺では大きなということでありますが、六日町病院あるいは大和病院

ではこういう対応はちょっと不可能。全部きれいに隔離するということは不可能であります

ので、そうなれば城内病院があそこを全部隔離病棟としまして、こういう患者を受け入れる

と。そういう体制を整えておく方がいいだろうということで、そのことに向けても新年度か

ら城内病院の中の体制をそうできうるか否か、検討していかなければならないと思っており

ます。 

それから患者接触者に対して外出自粛要請と同時に、患者からのウイルスの曝露を受けた

者が新たな患者になるということでありますので、地域内に感染を拡大させることを阻止す

ると。これは接触者対策ということだそうです。 

それから学校、通所施設等では感染が広がりやすくて地域流行の中心となる危険性がある

ために、国内発生早期から学校、通所施設等の臨時休校等の要請をすると。これは学校等の

対策。 

そして外出や集会の自粛要請、あるいは地域経済、不要不急事業の自粛要請など現場対策

を行って、社会活動における接触の機会を減らして地域や職場における感染の帰化を減少さ

せる。これが社会対策。 

こういうことを基本にしながら、これから行動計画も作成していくわけでありますけれど

も、いずれにいたしましても具体的なマニュアル、あるいは役割分担を明確にして市民の不

安、混乱が起きないように市の行動計画、行動マニュアルの作成、これを早急に策定しよう

と思っております。 

それからおっしゃっていただいたように新型インフルエンザ。全人口の２５パーセントが

罹患をして流行が約８週間続くというふうに予想されております。つまり本人の患者や家族

間によりまして職員の最大４０パーセントが欠勤をすると。こういうことが予想、想定され

るわけであります。こういう社会・経済活動の大幅な縮小停滞が招かれるわけでありますし、

公共サービスの中断や物資の不足、これらによって最低限の市民生活の維持が困難になると。

こういう恐れもあるということでありますので、私たちとしても必要最小限の行政サービス

を維持するための業務継続計画の策定も、このとき一緒にあわせて進めたいと思っておりま

す。 

さて、そこで新型インフルエンザのことでありますけれども、これは新型を含むＡ型イン

フルエンザは、二つのたんぱく質のＨとＮの組み合わせで決まって発生してくるということ

でありまして、Ｈが１６通りＮが９通りでありますので合計１４４通りの組み合わせが全部
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あります。このウイルスはですね。そこで今、北海道大学の獣医学部では０８年の１１月に

世界で唯一、この１４４すべてのＡ型インフルエンザウイルスのコレクションを完成をさせ

ております。これを受けて要は１４４のワクチンを作らなければならないわけです。このワ

クチンの開発も進んで今、懸念されている鳥インフルエンザウイルス。これはＨ５Ｎ１、こ

のワクチンの量産を政府で進めているところであります。 

しかし、これだけが新型インフルエンザとはかぎりません。鳥インフルエンザ。ご承知の

ようについ先ごろ愛知県で鳥インフルエンザが出ましたけれども、この中で感染したうずら

からＨ７Ｎ６という組み合わせのウイルスが見つかったということであります。ですので、

必ず今触れましたようにＨ５Ｎ１ばかりではなくて、さっき言った１４４通りすべてのウイ

ルスが新型インフルエンザというふうに、いわゆるインフルエンザというふうに定義をされ

てくるということ。これに対するワクチンが必要ということでありまして、非常にそういう

面では難しいといいますか１４４通りものワクチンを相当備蓄しなければならないというこ

とです。 

今、国立感染症対策研究所ではこのことについてそれぞれ研究を進めておりまして、新た

な手法として鼻ワクチンというのを今、開発を進めております。これは一般的なワクチンは

注射ですけれども、鼻にスプレーでしゅっと拭きかけるわけであります。これがワクチンで

ありますので、当然ですけれどもそこでウイルスは撃退しますし、抵抗力も続くと。そして

注射より早く簡単で効果がある。こういう開発も進めておりますので、それが明日やあさっ

てにすぐできるものとは思っておりませんけれども、そういう対応も進めておりますので、

そういうことも含めて私たちの市で、何をどのように備蓄をして備えておけばいいのかとい

うことも、もう少し研究してみたい。 

今、北里保健衛生学園の方でこれはアメリカの製品だそうでありますけれども、マスク。

このマスクに特殊な。一般的にマスクは侵入する部分をここでろ過するわけですけれども、

この開発されているマスクは侵入しようとするウイルスを、ここで全部殺してしまうという。

それで人体には全く影響がないという、そういうマスクを開発されているそうであります。

いつごろになりますか、そう遠くない時期、近々そのマスクをアメリカから取り寄せて、そ

してまた私どものところにもちょっと提示をいただくという話になっております。それらの

効果や値段やそういうことも見極めながら、ただただいたずらに、あれも揃えておけ、これ

も揃えておけということにならないようにやっていかなければならないと思っております。

いずれにしても重大な危機管理ということについての認識はいたしておりますので、よろし

くお願いを申し上げます。以上であります。 

○若井達男君  放って置けない。感染症対策と危機管理は 

再質問をさせていただきます。その再質問の前にノロウイルスですが、ここに食中毒事例

というのが出ております。今ほど市長の答弁の中にありましたように、そういった大勢の皆

さんが集まるところの施設といったところで、その中で高齢者施設での食中毒事例というの

が出ております。 
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これは確か県の方の資料にも入っていることだと思いますが、ある高齢者施設で給食を食

べた入所者、職員など２００人が腹痛、下痢、発熱などの症状を訴え、発症者の便からノロ

ウイルスが検出されたと。調理従事者の一人が調理前日において嘔吐と下痢を起こしており、

その状態で食事の盛り付けなどを担当していたと。この職員から患者と同じノロウイルスが

検出されたと。以上から盛り付け作業の際に手指を介して給食が汚染を受け食中毒を起こし

たと考えられた。これはやはりこういった高齢者施設、今ほど市長の方から答弁ありました

魚沼荘にしろ、八色園にしろそういったところですが、学校での食中毒事例も出ております。 

事例ですのでそれぞれパターンはいくつかあろうかと思いますが、給食用パンを食べた生

徒や園児６２人が嘔吐等の食中毒症状を訴え、患者の便やパン製造従業者の便および軍手か

らノロウイルスが検出されたと。ウイルスに感染した従事者が作業を行ったための食中毒が

発生したとみられております。ということでこのノロウイルスは人から人に感染するという

のが一番特徴で、それで触ったところにまた次の人が触るということになると、またそれが

次から次へと感染していくと。 

そしてこれにはやはりアルコール類逆性石鹸等はなかなか殺菌に至らない。一番効果のあ

るのは次亜塩素系殺菌だと。一言でいうならばハイター、キッチンハイターそういったもの

が一番効くといわれております。ただ、そういった殺菌剤を使えるところは家庭内の水周り

のあるところ、そしてまたそれぞれの厨房等を準備してあるところですが、そこにやはり出

入りするというところについては、これは今、高速道路であれば高速道路のトイレ等の出入

りのときにエアーで、これは殺菌ではないと思うのですが、エアーで手洗いの後の水を落と

してくれると。やはり同じ駅舎の中にもそういったエアーで手洗いした後の水は落としてく

れると。これらが開発されてエアー殺菌こういったものも出ておるわけです。 

また、エアーでなく光殺菌こういったものも出ているわけですので、ただ、施設の中に今

ある体制でなく出入りの人、病院の病室の入り口にアルコール消毒の液があります。それで

はノロの菌はなくならないのです。やはり病院そのものの出入りのところに置いて、一般の

出入りの皆さん、患者の皆さんそういった人たちが、エアー殺菌でも光殺菌でも簡単にでき

るという、そういったことがこの一つの予防の策であるというふうに思います。 

もっと簡単に言えば原点に返れば、手洗いから始まって手洗いで終わるというのがこれは

食中毒であり、感染症の一番の予防というふうに考えております。そして今度そんなことで

ノロウイルスについての予防感染それはわかりましたが、先ほど市長の一番最初のときに、

日本ではまだ高病原性ウイルスはみられないという冒頭の答弁がそうだったのではないかな

と・・・（「日本で鳥インフルエンザが人体に感染した事実はまだ」の声あり） 

それで先ほどの後半に続いてＨ７Ｎ６ですか、これは８４年ぶりに愛知県の豊橋でうずら

２８万羽ですかそれが発生したと。しかし、これも確かに感染経路ははっきりしていないと。

しかし、考えられるところは渡り鳥ではないかというようなことで、結果的にはこれは高病

原性ウイルス発生したわけですけれど弱毒性であったというようなことになっています。 

それでも今、私たちが身の回りに予防としてかかってはいけないということで取り組んで
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いるのは、新潟県では瓢湖です。あそこにはやはり日本中でも知れ渡った白鳥。今は３,００

０羽は確かいないと思いますけれど、それと鴨が多いときで８,０００羽、少なくても５,００

０羽と。そういったところに今までは去年までは通路・観客席で餌を与えていたと。撒き餌

を。しかし、これはやはりこのウイルス感染に対して一番危険だということで鴨が観客席・

通路に上がってこないようにまずネットを張った。餌は必ずもう通路・観客席では与えない

ということが、今ほど言いました渡り鳥そういったところが持ってくるウイルスから、防御

しようということになっております。 

そうしたことで今、重大には至ってはならないということですが、とにかくこの新型イン

フルエンザについては、先ほど申し上げましたように免疫がない。私たちは免疫を持ってい

ないと。誰かがごほんとした、くしゃみをしたというときには、あっという間に蔓延する。

ただ蔓延したからといってすべてが重症もしくは亡くなるということではない。体力のある

人はそのまま持ちますけれど。いかようにせんこれは早い対応策だけは取っておかなければ

ならないというふうに考えております。 

それとあわせて新型インフルエンザそれとノロウイルス、こういったものに対しての予防

といったところの、行政としての周知徹底がどういったかたちでなされておるか。私ども大

人の皆さんやなんかはこういった文書、もしくは病院等の中の通院の中ではわかりますけれ

ど、一番かかりやすい子どもたち、園児それからお年寄りは全く文書すら見ないのです。張

り紙が張ってあっても啓発啓蒙の文書が出ても見ないのです。そういったところがどのよう

な対応をもってこれを予防していくかということが、大きな課題ではないかというふうに思

っております。その点についてひとつまた答弁をお願いします。 

○市   長  放って置けない。感染症対策と危機管理は 

若井議員の再質問にお答えします。ノロウイルスの予防についてはもう議員のおっしゃっ

たとおりでありまして、基本的には手洗い、あるいはうがい、消毒とここに帰るわけであり

ますけれども、エアー殺菌とかそういう部分も非常に効果があるというお話も伺っておりま

す。施設として対応しなければならないという部分が出るということであれば、それはやは

りそこの施設にそれを設置していくというようなことも考えなければならないかもわかりま

せん。 

先ほど新型インフルエンザの中で１４４通りという部分、なぜそこまで全部開発できたか

というのは、これはカモメです。カモメの糞を世界各国に渡って拾い集めて、でやっと全部

出てきたわけです。日本に来ているばかりのカモメではだめですし、あちこち全部。ですか

らカモメのウンチは宝だという、こういう見出しで新聞に載っていましたけれども、そうし

てやっと全型のウイルスを特定ができて、今度はではそれに対してどういう薬が、ワクチン

が効くのか。これを今、開発しているところでありますけれども、どういう部分で効くとい

うことについても、ほぼ特定ができている。あとはそのワクチンの製造これにかかってくる

わけであります。 

そんな状況ですが一番最後にありましたノロウイルスに対しての幼児あるいは高齢者等へ
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の徹底ということでありますが、当初の答弁でもちょっと申し上げましたとおり保健所の方

で今年度から保育園、幼稚園あるいは学校、これらについては出かけていって出前講座的に

やって子どもたちにもきちんとそれを徹底している。 

私たちは老人関係の施設については施設内で職員が先頭になってきちんとこれを徹底して

おりますので、１００パーセント出ないとは申し上げられませんけれども、出た際の対応等

についてはまずます万全を期していけるだろうというふうに思っております。一番はかから

ないことでありますので、そういう衛生指導の徹底にまた努めていかなければならないと思

っております。 

新型インフルエンザにつきましては、これも触れておりますように、ただこういうことで

恐ろしいんだよ、ということだけを先に出しても対応策がなければ市民の皆さんは不安にな

るばかりですので、行動計画等をきちんと作成してそうなった場合はこうしましょうとか、

こういうことがありますとか、それを全部マニュアル化していかなければなかなか感染列島

だけを観て恐ろしがってくれなどという話ではとてもだめですので、そういうことで消防の

方の予算も今回はちょっと見送ったという部分であります。 

なるべく早くこの行動計画を作らなければなりませんが、やはり私たちは常に連動してい

るのが国、県、市町村、この中で対応がまちまちですと全くなんといいますか機能しません

ので。今、県が作成中でありますので、それにあわせながら早急に作成をしてそして皆さん

に徹底をしていきたいと思っておりますのでよろしくお願い申し上げます。 

○副 議 長  質問順１１番、議席番号１４番・井上正三君。 

○井上正三君  通告にしたがいまして一般質問をさせていただきます。 

１ 景気対策について 

まず１番目が定額給付金でございます。景気対策の一環として政府が行います定額給付金

でございます。アメリカ発の景気不況百年に一度ともいわれる中、世界中が、そして日本も、

わが市でも大きな不況が押し寄せております。国の平成８年度第２次補正予算関連法案が、

３月４日午後の衆議院本会議で自民公明両党の賛成対数――これは３分の２の議決でござい

ます――再可決により成立いたしました。本予算、私も国会中継があるたびに見せていただ

きました。この関連案に対しましては野党である民主党、共産党、社民党この徹底的な反対

と抵抗で大変な国会でありました。 

野党の国会議員の先生方は定額給付金などなんの役にも立たない。選挙目当てのばら撒き

だなどと衆参国会で批判を繰り返してまいりました。そして野党の先生方は、自分たちは国

会議決さえあればいいのだと。給付金は決定されたので私たちは受け取らないが、地方の議

員は自分で判断してくださいと。これら政党関係どういうことになっているのか私にはわか

りませんが、幸いにして可決になったことを喜びたいと思っております。私にはその方針が

どうしても理解できませんでした。地方の議員やそれを支持する皆さんについてもおかしな

話だなというふうに思ったかもしれません。一つのねじれ現象ともいうのでありましょうか。 

さて、当議会でも定例会初日、平成２０年度一般会計補正予算が提案されました。おかげ
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さまで全会一致で可決されました。私はもしかしたら反対意見があるのかなとも思っており

ましたが、賛成討論まで可決されました。市民の立場に立った発言と報道に納得し、感謝を

しているところであります。 

定額給付金の目的は生活支援、消費拡大による景気対策が柱となっているのであります。

９億７,８４０万円という大変なお金を１０分の１０、１００パーセント国がみてくれるとい

う交付金であります。市民一人一人に支給されるもので消費刺激による地域経済に与える影

響は非常に大きいものと私は確信しております。単純計算してみますと１世帯平均で支給額

で５万１,６００円になります。私たちをはじめ市民の生活は非常に厳しい状況にありまして、

欲しいものも買えない、食べたいものを食べない、我慢の節約をしている毎日であります。 

総務省では３月５日からでございますが補助金の申請を受け付け、１週間程度で交付でき

るといわれております。１日も早く支給し、市民を支援し、消費拡大による地域経済の活性

化につなげていただきたいものと思っております。そこで次の５点について市長の見解と取

り組みを伺いたいと思っております。 

 一つは定額給付金に対する市長の見解、二つ目が市民の反応、３番目が一番大事な支給事

務局体制。４に早期支給について、５に定額給付金に加えて市の景気対策はあるのかどうか

でございます。 

２ 雇用対策について 

 次に第２点目でございますが、景気雇用対策でございます。新聞によれば県内で１０月か

らこの３月までの間に失業したか、または失業する見通しになっている非正規労働者が６２

社２,７６１人いるというふうに書かれてございました。前回１月の調査よりも８社３１４人

増加したと新潟労働局の調査でわかっております。雇用形態別では派遣社員が圧倒的に多く、

契約社員、請負社員、パート、その他と続いているようであります。 

また厚労省が２月２８日に発表した全国調査でも、昨年１０月から今年３月までに職を失

ったり、失う見通しの方、非正規労働者は１５万７,８０６人と大勢に達しております。今後

もこの傾向は続くものと私も思っております。このような状況にあって職を失った人たちの

求職者一人に対する有効求人倍率、全国の厚労省の発表では０.６７倍で５年ぶりの低水準だ

といわれておりますし、県の労働局の発表では０.６倍、また南魚沼のハローワークの１月の

末では０.４５倍となっているようであります。非常に再就職は厳しくなっているというのも

わかるわけで、これからもこの傾向は続くものと思われます。 

そこで市内の中小企業においても私の聞いている範囲では、社員の整理だとかあるいはパ

ートの休み。昔は忙しいから週休２日もとれないというようなことで毎日残業をしていたわ

けでございますが、最近はこの不景気のおかげで週休４日とか週休５日という職場もあるそ

うでございます。仕事がないのでしばらく休んで欲しい。これは休暇補償のない休みという

方もあるようでございますし、５割なり６割の補償をすることもあるようでございます。い

ずれにしても大変な時代であります。そこで市長に市内の中小企業の状況を、把握している

範囲でいいですのでお聞きをしたいと思っております。 
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以上、壇上からの質問とさせてもらいますが、最後に雇用の拡大といいますか今後の見通

しについてまたお聞かせいただければと思っております。以上、壇上からの質問を終わらせ

ていただきます。 

○市   長  井上議員の質問にお答え申し上げます。 

１ 景気対策について 

定額給付金についてのまずは市長の見解ということでありますが、以前にも申し上げまし

たようにとにかく生活支援。当初のなんといいますか話の出だしとしては生活支援というこ

とが非常に大きくクローズアップされておりましたけれども、景気対策ということが今度は

柱になってきているようであります。 

そういうことも含めますと、とにかく多くの皆さん方から消費をしていただくということ

であります。これが消費をしていただければ先ほど議員おっしゃったように総額で９億８,０

００万円近いお金が市内に回るわけでありますから、これは絶大な効果があるとそういうふ

うに思っておりますので、極力この部分については皆さん方から消費をしていただくような

方法をまた考えているということであります。先般の補正予算あるいは所信表明等で申し上

げました２割のプレミアム付き商品券の発行、あるいは水道料金の年度的に限定的でありま

すけれども値下げ、そして国保税の軽減、こういうことも合わせてとにかく皆さん方からち

ょっとこう安心感を持っていただいて、定額給付金を使ってもらえるような方法を一生懸命

考えて、それを景気浮揚につなげていきたいという思いであります。 

市民の皆さんの反応でありますけれども、３月４日におっしゃったように関連法案が国会

で可決をいたしました。そういう状況が報道されて以来、市での支給についての問い合わせ

は３月１０日現在ではまだ１０件ぐらいですけれども、それが成立してから急にそういうこ

とになっていきましたので、反応がだいぶ出てきているということであります。内容は支給

時期のことや市の準備状況これらについての問い合わせです。今時点でまたどのくらいきて

おりますか、後で数値がわかったら。 

それから事務体制でありますけれども、総務部内に定額給付金事務局を設置させていただ

きまして、現在は総務課で支給リストや申請書の発送、チラシ作成などの事務作業を行って

おります。３月１９日議会最終日でありますけれども、これで発送したいとそういうことで

事務を進めております。それで申請書の受付を２３日から予定をしております。 

体制は各３庁舎で受付窓口を設置して、受付は子育て応援特別手当も含めて対応させてい

ただきたい。そして窓口や事務局員は職員のほかに臨時職員２名体制を考えております。受

付開始後１カ月程度は相当の混雑が予想されますので、状況をみながら職員の、あるいは臨

時職員の増員で乗り切りたいというふうに考えております。 

早期支給ということでありますが、申請書受付を完了したあと口座情報管理を行う。原則

的に口座振込でありまして、その後指定口座へ振り込みとなるわけでありますので、受付の

混雑状況にもよりますけれども３月３１日までの受付分を４月中旬、２０日前後でしょうか

ごろ、それから４月７日までの受付分を４月下旬２３日に振り込む予定で今、金融機関と協
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議を進めております。なお４月末までの分は５月中旬、それから５月中旬までの分を５月末

の振込みでいま一応予定をしているところであります。 

プレミアム商品券等の部分については、先般申し上げましたとおり５月の初旬に相当のと

ころには定額給付金がいきわたりますので、それにあわせてこのプレミアム付の商品券を発

行したいというふうに思っております。 

それから現金給付この報道もありますけれども、わが市では現金での給付は振込口座を有

しないものここに限定をさせていただいて、そして窓口での混乱も大きく予想されますので

現金希望者の受付は６月以降にさせていただきたいと思っております。おっしゃっていただ

きましたように支給総額９億７,８００万円。こういう現金管理もとてもできませんし、非常

に危険であります。ですので口座振込を優先させていただいて、現金は時期をずらす方法。

そうしないとミスの続発等もややもすると予想されますので、事前の防止の観点だというこ

とでひとつご理解をいただきたいと思っております。 

 ５番目の景気浮揚対策でありますが、毎々申し上げておりますけれども税収等非常に厳し

い状況にあるところでありますけれども、総合計画の実施計画を極力予算計上して事業確保

に努めたということであります。そして国の地域活性化生活対策臨時交付金を利用いたしま

して、大和中学校耐震補強工事の前倒し発注が３億１,０００万円強であります。これが順調

にいきますと今議会の最終日に議決をお願いするようになるかと。請負工事のですね。そう

いうことであります。 

それから市道改良工事の前倒し発注が約５,０００万円。これは全部今進めております３月

の補正の分であります。それから中小・小規模企業の信用保証料の補助。これは２０年、２

１年あわせて１億３,２００万円。除雪がこのままでありますとある程度不要額が見込めます

ので、これも補正予算の際に申し上げましたけれども、修繕工事への振替３,２００万円。こ

れはもうそれぞれ発注を始めておりますし、それから子育て応援特別手当が３,２５４万円、

プレミアム付き商品券補助は５,０００万円市が補助をいたしまして、２億５,０００万円前後、

以上ですね、以上の発行を予定しているということであります。 

それから緊急雇用創出事業。３１名の雇用を計画いたしておりまして１,０１０万円――こ

れは２０年度であります――の補正。それから２１年度では、また１,７５０万円を入れて１

１名雇用。こういうことで雇用の拡大を図っていきたいと思っております。 

妊婦健診の１４回全部の公費負担も４,４７０万円。結局こういうことが公費負担に変わっ

ていけば妊婦さん、あるいはそのご家族の経済的な負担が減るわけでありますので、その分

も事後に備えての貯金とするか、あるいは新生児のための物を買っていただけるのかちょっ

とわかりませんけれども、極力こういう際でありますので消費に回していただければと思う

ところであります。 

そのほかに大河ドラマ天地人の放映。これは本当に私たちの地域にとってはまさに天の時、

地の利という部分がありました。ここでこの後にはこれに人の輪をきちんと加えながら、国

体開催ともあわせてこれを機会にまた景気浮揚に役立てたいと。 
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先般３万人を入場者が突破いたしまして、今の予定ですと５月の連休前に４月中旬ごろに

は５万人を突破するのではないかと。非常に大勢の方から訪れていただいておりまして、物

販店も当初の予想を大きく上回る売上だそうでありますので、本当にありがたいことだと思

っております。この後はこれが宿泊客として、今でも若干は出ていますけれども大勢この市

内に宿泊をしていただいて、地域経済に役立っていただけるように努めたいと思っておりま

すのでよろしくお願いいたします。 

２ 雇用対策について 

次に雇用対策ということでありますけれども、昨年の１２月にこれをご報告申し上げまし

たが、市内の２２社に対して実施した調査で１０社で２１０名の非正規労働者の雇い止めが

あったということ。１２月の議会の際にも申し上げました。また、増員した会社が２社１３

名、いわゆる増員です。これを機会に増員しようという。そういうことはご報告申し上げた

とおりでありますけれども、その後ごく詳しい情報はまだ把握しておりませんが、自動車、

家電製品関係の受注減が続く中で、より一層厳しい状況であるということは認識をしており

ます。 

新聞報道にもあったとおり市内の工業団地で１社、会社更生法の適用を申請した企業があ

ります。いま一生懸命その後のスポンサー確保に向けて努力をされているようでありますの

で、１日も早くこの後を受けていただくスポンサーが決まってもらうように、また市として

もできる協力はやっていかなければならないと思っているところであります。 

それからある１社が４月には撤退をして静岡県の本社の方に統合されていくと。地元で約

４０名近い従業員があるということで、希望者は静岡まで来ればそのまま雇用をするという

ことでありますが、なかなかこの地で生活基盤を抱えて静岡に、というのは非常に難しい状

況だと思っております。それがでは何人静岡の方に行って何人退職をしてということは、ま

だごく正確にはつかめておりませんけれども、早期にそういう状況をつかみながら、ここで

離職をされる、解雇されるといいますか、そういう皆さん方の再就職についても市も全面的

にやはり応援をさせていただきながらやっていかなければならないと思っております。 

資金繰りの面では先ほど申し上げました信用保証料の補給制度が大勢の皆さんから利用し

ていただいておりまして、２０年度末までの見込みで２７３件、借入総額３億５,７７０万円。

このうち補給対象の借入額が約２億２,０００万円であります。そういう状況であります。こ

れがまた２１年度も同じ予算を用意しましたのでこういう状況になるのか。あるいは若干ど

こかで下げ止め傾向になるのか。これは全くまだつかめませんが、いろいろな情報を私なり

に整理いたしますと、自動車関連について在庫調整もある意味では順調かどうかは、相当進

んだと。そして今まで以上に増産するなどということにはなりませんけれども、いわゆる生

産ラインを４月、５月ごろから回し始めたいという状況が出ておりまして、市内の自動車関

連の部品の下請け工場等も４月、５月ごろにはまた仕事の受注がみえているという報告も若

干伺っている。全部ではありません。 

それから昨日の新聞にもでておりましたが、パソコンの５万円クラスのなんといいますか
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５万円であれはちょっと機能が限定されておりますが、これが大変な人気でその５万円のク

ラスを買い求めに行くけれども、もうちょっとやはり多機能のものというと１０万円前後だ

そうでありますけれども、これがすごい伸び率で売れているそうでありますので、そういう

部門も若干ずつは持ち直しがあるのかなという気がしますけれども、これは全体的なことは

よくわかりません。 

それから日銀だったですか、どこかが調査している街角景況感という、タクシーの運転手

さんや飲み屋さんやそういうところに伺うものでは、前月比よりやや好況感、景気がよくな

ったということではありませんけれども、それでも若干は指数が上がっているということで

あります。非常に低い数値ではありますけれども指数が上がっているということで、まだ余

談は許しませんし安心するわけではありませんけれども、いつまでもいつまでもこういう暗

黒の世界ではないだろうというつもりでおります。そういうことにだけは頼っておりません

ので、市としても一生懸命この雇用対策等にも取り組まなければならないと思っております。 

そしてこれもちょっと触れておりますけれども、有効求人倍率がやはり下がっておりまし

て非常に憂慮しております。そして雪が今年は非常に少ない。ここでもうスキー場のクロー

ズがいろいろ取りざたされている状況でありますので、例年より早くスキー場従業員の冬季

部分の解雇が行われるだろうと。そうなりますとこの３月下旬からは一層の雇用の悪化が懸

念をされるところであります。 

それで市の雇用対策でありますけれども、市がやる雇用対策というのは極めて限られてお

りますけれども、先ほど触れました景気対策部分の事業等の方でとにかく雇用が確保される

ように、あるいは増えていけるように一生懸命仕事を出していくということが一つでありま

すけれども。市内の商工会の皆さん方に対しましても、派遣期間内の雇い止めはなんとか行

わないでもらいたい。そして雇用の継続に最大限の努力をして欲しいという要請文書は当然

出しております。 

それから緊急措置といたしまして先ほどちょっと触れました市役所の臨時職員の募集を行

い、２０年度は２０名を採用したところでありますが、２１年度予算においては震災復興基

金による雇用創出事業と、国が行う緊急雇用創出事業臨時特例基金事業これを利用いたしま

して、あわせて１１２名の市役所の臨時職員の雇用を予定しております。これが１年以内の

雇用でありますので、抜本的な解決策ということにはなり得ませんけれども、そういうこと

も駆使しながらとにかく市民の皆さん方の生活の安定に寄与していきたいと思っております。 

いろいろ申し上げましてもやはり景気が回復をしなければ抜本的な対策にはならないわけ

でありますので、景気浮揚策の一環としての信用保証料の補給制度の充実等も含めて、先ほ

ど触れましたプレミアム商品券、あるいは事業の早期発注こういうことも含めて一生懸命取

り組んでいきたいと思っております。「天地人」関連も当然でありますけれども大きな期待を

しているところでありますので、これが市内の景気浮揚的な部分にきちんと結びついていく

ように、また職員一丸となって努力させていただきますのでよろしくお願い申し上げます。 

○井上正三君  １ 景気対策について 
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若干ひとつお願いしたいと思っております。市長の見解はわかって本当にありがとうござ

います。国会でも麻生総理がもらえ、もらえと自分で提案していて受け取らないとか何とか

話があって、いろいろ問題になったわけでございますが、市も同じことでございます。市長

がきちんとしたあれがあれば、前に並んでおります閣僚級の部課長でありますから、「私は受

け取りしません」などという人はいないと思うのですが。そういう皆さんを含めて特に市の

職員から頑張っていただいて、地域へ帰ってこの制度や趣旨をきちんと話をしてもらって一

人残らず全員が受給してもらうと。こういう体制だけはひとつしてもらいたいわけでござい

ますが、毎週行われております協議、部課長会議でそういう話が出たのか出ていないのかち

ょっとお聞かせいただきたいと思っております。一問一答でお願いします。 

○市   長  １ 景気対策について 

全職員にもそういう話をしようと思っていますし、今、部課長の皆さんには話をしており

ます。そして先般申し上げたとおり私もあの時はちょっと額を間違えまして１２万いくらか

だったですね。１５万いくらかなどと言って、ちょっとでかめなことを言ってしまいました。

１２万いくらか我が家は受け取りますので、これに付け足しをして何を買おうか、今から楽

しみにしています。盛大に――盛大ともいいませんか、１５万円くらいだったら――使わせ

ていただいて景気浮揚の何とか一助になりたいと。当然でありますけれども市の職員にもす

べてそのことはきちんと町内ＬＡＮ等も通じて話をさせていただいて。 

そしていろいろこの後ご批判を被る部分が出てまいりますが、市の職員としてやはりプレ

ミアム付の商品券を先を争って買い求めることのないように、ということもやはりある程度

言わなければならないと思います。売れ残ったら買ってもらって結構ですけれども、極力市

民の皆さん方にそういう部分が行き渡るようにという、やはり職員としての心構えというこ

とも大切だと思いますので。そういうことも含めながら市の職員も一丸となってやっている

ということをひとつ皆さん方にご理解いただきたい。 

補正でも出ましたが３００万円寄付もしておりますので、職員の気持ちも少しはひとつご

理解いただきたいと思っておりますが、職員ＯＢとしてよろしくお願い申し上げます。 

○井上正三君  １ 景気対策について 

二つめの問題で市民の反応でございますが、今の市長の答弁のように市民は喜んでいるの

だろうと私は思います。私も自分ながら計算しまして我が家は５人家族でございまして、７

万６,０００円いただける。ちょっと市長より安くて残念なのですが、何かひとつ私もだいぶ

我慢している部分もありますので、家族を含めて皆さんで買ったり飲んだり食べたりという

ように今考えております。我々もぜひひとつそういう立場で市民に話をしながら、市の消費

拡大につなげていきたいと思っております。そのことを申し上げて市の方からもまた積極的

な取り組みをお願いしたいと思っております。 

それからいまの市長が言います早期支給についてでございますが、私が若干心配している

部分があるのですが、これは事務局がありますからそう問題はないと思うのですけれども、

口座の関係がない人は現金支給ということであります。２月１日現在の基本台帳によって支
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給をすると。世帯ごとですね。私がちょっと心配しているのは要するに一人暮らしの老人と

かそれから障害を持っている方等が、そういう事務手続きができるかどうだか。それと施設

に入っている方、そういう方の対応、サポートを誰がしてくれるのか。用意がございますか

それを全部職員が対応してくれるということになりますでしょうか。そうであれば問題ない

のですがその辺をひとつお願いしたいと思っております。以上。 

（「それは担当課長の方から」の声あり） 

○総務課長  １ 景気対策について 

今ほどの質問の一人暮らしとかという話なのですけれども、一人暮らしあるいは障害を持

った方とかそういった人たちについては、民生委員さんの方に一応申請をしてもらうと。必

要な場合は民生委員さんが申請をするというようなことで、今月の１７、１９、２５日とそ

れぞれ旧町の３地区で民生委員の会議がございますので、その時にそういったことで話をし

ていきたいというふうに考えております。 

それから施設の関係ですけれどもそれについては、私どもの方で施設を把握しましてそこ

に行って施設の職員の人といいますかその人たちにきちんと話をしてきたいというふうに思

っております。その日程についてはまだちょっとはっきりはしていませんけれども、私ども

の方で施設の方に行ってということで考えております。以上でございます。 

○井上正三君  １ 景気対策について 

定額給付金については本家本元が公明党の提案でございます。この後７番議員が質問に立

っておりますので、私はこのくらいにしてやめたいと思いますが。 

２ 雇用対策について 

雇用対策についてちょっとお願いがあります。市の臨時職員、職域がどういう場面である

のかちょっとわかりませんが、いずれで大変な方を採用するという採用条件があると思いま

す。可能な限り今は大変な時代ですから、それぞれ職域を決めて採用していただくというこ

とでいいでしょうか。 

それから雇用対策ですのでこれを付け加えてお願いします。補正予算にもありましたよう

に投資関係の事業費、これは建設課を含めていろいろあるわけでございます。学校教育も含

めて。繰越明許費ですのでいずれすぐできるわけでございますが、ほかの関係課でも農林、

あるいは都市計、下水道、水道、単独でできるものもあるのではないかと。建設業関係も大

変で休暇に入っている状況にあります。仕事がなく大変だということでございますので、定

額給付金とあわせた中でできるだけ早期に支給、発注をしてもらうということでございます。

国県の補助金をもらうのは内示交付決定がないとできませんので、市単独の予算を使われる

ものについては、１日も早くひとつ出してもらうということについてのご答弁をお願いいた

します。 

○市   長  ２ 雇用対策について 

市の臨時職員についてでありますが、２０年度分についてもそういたしましたけれども、

要は一番優先すべきは解雇されたりとか、会社が例えば倒産してとかという、そういう職を
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失われた方のまず対応が一番先。それから今度はそういうことは免れたけれども例えば奥さ

んがパートを解雇されたとか、その奥さんのこととか。そういう状況をみながらやっていき

ますので、地域別に大和地区では何人だ、六日町に何人だということにはちょっと至らない

かもわかりません。ただ、そういう状況の困っていらっしゃる方をある程度やはり優先して

いきたいということを考えておりますのでよろしくお願いを申し上げます。 

 公共事業関係でありますが、今、３月補正でいただいた分の発注状況等についてはこの後、

建設部長から話してもらいますが、新年度では今年度より予算比較ですけれども約８億円余

計の建設事業といいますか、これは一般会計分、下水道、水道これらを含めてでありますけ

れども約７億７,０００万円。そのほかに先般の３月補正でいただきました約５億円ですね。

４億２千数百万円、これは全く１００パーセント繰り越し分になりますので、これが２１年

度事業だと思ってもらう方がいいと思います。そうしますと１２～１３億円、平成２０年度

よりは仕事を余計に発注させていただきますので、それをまた市内の皆さん方できちんと受

注をいただいて、そして何とかしのいでいただきたいと思っているところであります。では

建設部長の方からちょっとお願いします。 

○建設部長  ２ 雇用対策について 

今ほど市長が申し上げましたように、先の補正でございますが修繕工事費の方に２,０００

万円、それからもう一つは融雪施設の修繕工事費でございますがこれが１,０００万円という

ことで、３,０００万円を補正でこの年度内消化ということを申し上げましたけれども、今も

うすでに発注をしております。全部は発注しておりませんけれども、要は年度内に消化をし

ようということで今やっております。 

それから単独事業の５,０００万円、これは今ほど申し上げましたように繰越でございます

が、これも繰越といいながらも補正でいただいたわけでございます。極力早めに発注したい

ということで考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

○副 議 長  質問順位１２番、議席番号２６番・阿部俊夫君。 

○阿部俊夫君  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う 

通告にしたがいまして一般質問をいたします、ということですけれども、午前中の今井議

員の質問、あるいは今の井上議員の質疑等でだいぶもうだぶっておりますけれども、一応さ

せていただきます。 

早いもので六日町と大和が合併をして５年目、それから塩沢を含んだ合併から４年目と、

我々議員の任期もこの秋には任期満了となりますが、議会、定例会も今回それから６月、９

月あとこれが終われば２回ということになるわけですけれども。財政健全化計画の策定が行

われたのも４年前の平成１７年１２月のことでした。我々は議会に出て最初の定例会でこの

健全化計画の策定案を見せていただいたわけであります。 

当時は国の指導による――まあ我々もそうですけれども――合併というものが全国的に真

っ盛りの時代でありました。通告でも触れましたように当時の世相も、経済は非常に悪循環

の厳しい状況だった。それでまた政治だといえば小泉構造改革の名の下に、国の財政事情そ
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のままに交付税・補助金の大幅なカットが先行して、我々自治体にとっては一番大事な税源

移譲はあと回し。税の配分が思うようにいかない。そういった偏った三位一体改革の推進で

それぞれ全国の自治体が、予算編成は合併に伴う財政支援だとかあるいは自分たちの大切な

基金の取り崩しでせざるを得ない、こういった厳しい状況でした。 

先ほど今井議員が合併協議はなんだったのか。そういったような話がありましたけれども、

時が過ぎて冷静に今、考えてみると、平成の大合併というのは謳い文句は、地方の時代だ、

地方分権だ。大きな声でそういいながら実のところはやはり国の苦しい財政事情を打開する

ための、いわば国のための財政効率化にすり替わってしまったような感じがしてなりません。 

経済の悪循環というかそういったものがすべて、ずっと市長が答弁したりいろいろ議論が

されましたけれども、平成４年のバブル崩壊が本当に大元になっております。それからとい

うもの景気は急速に冷え込んでしまった。午前中の議論でもありましたように不景気で大変

だからということで、国は大型補正をしながら地方に、自治体に大規模な事業をどんどん、

どんどん進めてきた、やらせてきた。国の、というか政府のいうことに乗って我々自治体は、

それぞれ全国が景気対策の一翼を担うかたちでいろいろな事業をした。その結果としてまた

大きな借金を背負うはめになった。市長がおっしゃっていたとおりでございます。 

そうやってどんどん大事業やなんかを地方に押し付けながらも、景気は思うようには全然

回復しませんでした。しかも返済基金としてそのときには交付税あとで対応する、そういう

約束だったものも、国も財政状況が財政危機に陥っていて逆に交付税は減らされる。そうい

った厳しい状況の中でしたから市長は国に先がけて財政健全化計画を策定いたしました。 

そしてまた翌年すぐに１８年の９月には公債費負担適正化計画というものを策定して、そ

の財政のシミュレーションも説明を受けましたけれども。先ほどからずっと話が出ているよ

うに、一般会計や水道事業会計、下水道事業特別会計、将来を見越しての推計をいろいろ説

明いただきましたけれども、高金利の負債の借り換えが認められた、そういった追い風はあ

りましたがなお将来展望は非常に厳しい、そういった感じがいたします。 

我々自治体は国の指導で言いなりに、いうことを聞いて大きな借金を残したり、しばりや

制約を受けたりいいように振り回されている。この前、大阪の橋下知事が「自治体は国の奴

隷だ」とこういう話をいたしましたが、全くそのとおりだとそういう気がいたします。合併

以降の対応としても国としてはどんどん、どんどん積極的に合併を進めてきた、推進をした

そういった責任というか手前、財政は非常に苦しいにもかかわらず合併支援措置として合併

振興基金にあてる市債の発行を許可したり、あるいはまた今、全国の自治体がどんどん使っ

ている合併特例債、これを大いに認めて自治体の公債費というのがどんどん上がってくる。

これが非常に大変なことになっております。 

この合併特例債も前にも申し上げたことがありますけれども、おととしの議会でここで確

か予算のときに話をしたことがあったと思うのですが、非常に気になって仕方ありません。

市長も国を信頼するより仕方がない。午前中の答弁でも申しておりましたけれども、交付税

および譲与税配布金の特別会計が５０兆円を出ている、借金が。赤字になっている。本当に
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合併特例債を基準財政需要額の中に入れて算定をして、地方交付税で面倒をみてくれるのか、

というか本当に面倒をみられるのかなと。そういう疑問がぬぐいされません。 

２年前のこの議会のときに申し上げたこと、それは昭和の大合併。２８年に町村合併促進

法で始めて、とくに人口８,０００人以下の町村については反強制的にやった。合併をしない

場合には相当厳しい制裁措置で対応をした。そして補助金の優先や地方債の優遇の約束があ

ったにもかかわらず、実際は相当大幅なカットをした。昭和２９年の合併町村が新しい町村

計画に盛り込んだ費用総額が２７６億円であったというふうに聞いております。当時の自治

庁は１６１億円しか出さなかった。３１年までに３００億円必要とされた合併関連補助金が、

当時の財政を預かる大蔵省の反対で３００億円が３５億円しか予算計上されなかった。ほと

んど１割です。その結果どうなるか。財政支援を反故にされた財政のめどが立たないために

地方自治体は本当に大変なことになりました。今現在、我々を取り巻く環境とあまりに似て

いるのではないかなと考えざるを得ません。 

ちょっと前に夕張市のことが突出しているように、他人事のように言われがちですけれど

も、国が財政指標の一つにしている実質交際費比率が１８パーセント以上の危険市町村が全

国に４００もあるそうです。破綻は特定の地域だとかではなくて、国の施策で全国が全くこ

の危険な常態にさらされている。夕張市が財政再建団体に指定されたとき、３５３億円とい

う巨額な赤字がありました。１８年もかけてという今、再建最中ですけれども、再建計画は

国の管理下にあるわけですからとにかく厳しい。今の最中でも見込み以上に人口は減ってき

ている。税収は落ち込んでどうしようもない。とてもじゃないけれども計画どおりには再建

ができないだろうということを、市長さんも言っておられるそうです。 

わが市も市全体の起債残高が９２２億円ということですが、これは本当に厳しい大変な数

字だと思います。もちろん夕張とは人口の規模も財政の規模も、全くこんなの比較になりま

せんけれども。先ほどの市長の説明のように水道事業等の先行投資、あるいは広域水道の合

併、いろいろなやはり厳しい条件は重なってきましたけれども。しかしながら、もとはとい

えばこういったやはり大きな起債残高というものが、すべての足かせになって苦しんでいる。

これまでの実態としていつもマスコミやなんかで実質公債費比率が県下ワーストワンだ、あ

るいは全国でも５０数番目だというようなことが週刊誌にも出ておりました。そういった点

ではよそよりも相当に厳しい、そういう認識が必要と思っております。 

こういった中で昨年の――今までも話が出ておりましたけれども――９月にアメリカの大

手証券会社リーマンブラザーズの経営破たが発火点となって経済危機、金融危機。毎日マス

コミに取り上げられておりますように、もうすさまじいとしか言いようのない猛烈な勢いで

世界中を覆いつくして、日本の経済全体も蝕んでおります。政治家の中でも一番経済財政通

の中川さんがあんなことになって全くなさけない話ですけれども、担当大臣が兼務をして与

謝野さん。あの与謝野さんでさえも最初、去年のうちは、「これは蜂に指された程度」だと。

全くたかをくくった発言をしておりましたけれども、最近は認識が一変しました。「戦後最大

の危機だ」とこういうふうになりました。 
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世界のトヨタだ、そういわれたトヨタでさえも、今期４,５００億円の営業赤字に転落する。

自動車産業はみんなそうだと。そしてまた先端技術を誇った電気産業も軒並みみんな売れ行

き不振で重症になっております。アメリカ経済に寄りかかりすぎて全く輸出だのみの経済大

国、日本の基盤ががらがらと音を立てて崩れていくような気がしてなりません。 

一昔前までは景気の波も、あるいは不景気の波も我々の地方だとかこういった田舎に来る

には、だいぶ遅れてやってくるものだ。そういうふうに我々は思っていました。ところがあ

らゆる分野でグローバル化が進んで、この南魚沼市にも自動車産業、電気産業を始めとして

あらゆる産業の下請けだとか孫請けをしている中小零細企業、沢山あります。当然そこで働

く従業員も大勢おられる。 

市長も申しておりましたようにそういう中小零細企業が我々の地域を支えてきた。今それ

が大変大きなピンチにさらされております。先ほどの井上議員の話のように仕事の量が半分

になる、３分の１になる。週に３日、４日、５日の休み。それどころかいつ首になるか、解

雇になるのか、不安な毎日を過ごしている人がたくさんおられる。「溺れるものは藁をも掴む」

といいますけれども、その掴む藁さえもない。そんな深刻な事態ではないでしょうか。雇用

関係のこともお伺いをしたかったわけですけれども、先ほどの井上議員の質問の中で市長か

らいろいろお話を伺いました。 

前置きがちょっと長くなりましたけれども、要は財政再建計画を策定してからわずかしか

経っていないにもかかわらず、現在置かれている状況はまさに百年に一度、我々が生涯で経

験することのできない大変な事態ではないか。再三繰り返しますけれども国を信じるしかな

いと、そういうふうに市長は申し上げておりましたけれども、その国、政府も先月２月の始

めに経済財政諮問会議で小泉政権で掲げた２０１１年度に基礎的財政収支の黒字化、これを

掲げてきたわけですが、これは困難だ。国もそういった状況で大事なその旗を降ろしてしま

わなければならない。 

そしてまたすぐ後にこの間も国の債務が８４６兆円などという数字が公表されました。そ

れに加えてＧＤＰ実質国内総生産は年率に換算して１２.７パーセント。これも大きく新聞に

躍っておりますけれども、先行き不安は一層大きくなっております。 

財政健全化計画、公債費負担適正化計画、それから南魚沼市集中改革プラン、それから南

魚沼市財政計画。本当に短期間に相当努力をして苦労をして、こういった策定をしていただ

きました。それを本当に評価をいたしますけれども、今のこの現況の中で果たしてこれは財

政的な裏づけ等が本当に心配がないのか、見直しの必要はないのか。そういったことで現状

に対する市長の認識。それから今後の見通しということで書いてありますけれども、先ほど

今井議員の質問の中で市長からいろいろな見通し等については答弁をいただきました。また

今、非常に厳しいということを申し上げましたが、そうした中でまたお考えがあれば答弁い

ただきたいと思います。 

あまり先行き暗い話ばかりすると世の中よけい暗くなる。先ほども市長がおっしゃいまし

たけれども実際に消費意欲といいますか、マスコミがあんまりあおりたてると本当にだめに
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なる。ちょっとこうやって放ってやるとだいたい８割ぐらいは回復するといわれるぐらい、

それぐらいやはり国民の消費意欲というのは大きい。 

１,２００兆円とも言われるそれぞれ資産を持っているわけですから、そういった点であま

りのあおり方はあれかと思いますけれども、ただ我々はやはりこういった数字を見て相当厳

しい認識で臨まないといけない。そういう点で国はいつも合併特例債なんかもうそをついて

きた。私ははなからそういうふうに感じますので、その点もあまり信用してかかるとまた昭

和の合併みたいなめに会うのではないかなと。そんな気がしてあれしますが、市長の認識に

ついてお伺いをいたします。以上です。 

○市   長  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う  

阿部議員の質問にお答え申し上げます。合併につきましては国の財政効率化ということも

当然確かあると思いますけれども、今、私はこの合併をしてみまして、もしこれが３町が合

併しないでいたらどうなっただろうと思いますと、これはもう合併をして本当によかったと

思っている。今、合併しないで旧３町が今の時代に突入した、突入する前に夕張ほどにはな

いにしても、相当の財政危機に陥って非常に困難な場面に直面したろうと思っております。

そういう面では以前の景気刺激策の町債といいますか昔の町債ですけれど、そういうことに

ついての約束の反故とか三位一体改革での交付税の減とか、そういう恨み辛み的な部分は国

にはありますが、私はこの合併はとにかく合併をしてよかったと。合併をしていなければ今

頃は旧３町とも生き残れなかったという認識を持っておりますので、合併はよかったと思い

ます。 

今、阿部議員からそれぞれ述べていただきました。そのとおりでありましてもう今の状況

については申し上げるまでもございませんけれども一つだけ。８０年前、昭和４年でしょう

か。この大恐慌の際、これが契機となってその後また第二次世界大戦に入っていこうという

時代でしたけれども、今はそういうことはほとんどありえないだろうと。世界各国それぞれ

主要国が協調して対策にあたっておりますので、これが引き金であの愚は繰り返されないだ

ろうと思っておりますが、では経済がすぐ回復できるかといいますと非常に厳しいことだろ

うと思っております。 

前々からその時の浜口雄幸総理大臣の言葉を引用しておりますけれども、総理大臣になっ

てすぐにデフレに舵を切ったわけであります。その時に武藤山治というカネボウの創始者が、

こういうときに国民に節約を訴えるのは病人の枕元でお経を読むに等しい。本当にますます

気持ちを落として助かる病気も助からなくなるということです。ですから、」要は積極財政イ

ンフレ政策をしろということを言ったのですけれども、これは浜口当時の総理大臣の強い信

念のもとでデフレが進み、デフレ施策を導入して大恐慌に突入していていったということで

あります。 

今はやはりそういう歴史に学ぶ部分もありますし、私は、国もそうでありますけれども積

極財政を今は行いながら、景気浮揚に向けた対策をやっていきたいと思っております。ただ、

積極財政と申しましても議員おっしゃったように、何でもかんでも金さえつぎ込んで後先の
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ことは構わなくてもいいや、ということではありませんのできちんと財政計画等をにらみな

がら、財政状況をにらみながらできる限りのことをやっていくということであります。 

そして今、財政計画についてでありますけれども、確かに税収などはこれほど７億円も下

がるだろうと予想はしておりませんでしたのでこれ。それから借換債、あるいは臨財債これ

も借金でありますので、こういう部分につきますとやはりその部分は大きく揺れているとい

いますか、幅が非常に大きくなったということであります。見込みとですね、見込みと現在

の幅は非常に差異が生じているということであります。 

しかし、そういう厳しい財政状況でありますけれども、何しろ市民生活の確保が第一義で

ありますので経済対策と市政発展に向けて極力総合計画の着実な実施をすすめると。ではそ

れはどうするのだということでありますが、職員の削減が計画以上に進んでいる状況もあり

ますしこういうこと、それから内部経費の削減、これら財政健全化を粛々と進めながらこの

対応にあたっていくということ以外にございません。 

あと景気対策部分がなるべく早く実を結んでもらうようなこと。これを考えていかなけれ

ばならないと思っております。市の今財政ですけれども予算書の説明等にも書いてあります

が、財政力指数というのは大体今０.５若干上ぐらいであります。そこでそういう地方財政の

中でありますので、私たちはやはりこれは国の地方財政施策に大きく左右されます。これを

全く無視をしてはなかなかでき得ないことであります。国の地方財政施策がこの経済状況が

ある程度下げ止まりになるか、あるいは上昇の兆しが見えるかというところではいったん落

ち着くわけでありますので、悪いときに落ち着くかどうかは別として。そこでまずもう１度

見直してみようと。 

そして先の状況が厳しければ当然計画も見直しをしなければならないわけでありますので、

総合計画についても先般申し上げましたように基本計画の１年前倒し、見直しの１年前倒し

をやりますので、あわせてその時期に状況が落ち着いておれば、この財政計画についても必

要な見直しは行なっていかなければならないと思っております。 

ただ、今のところはこのことによって今の状況の中では財政計画を大いにくるったり、そ

して市民の皆さん方にサービスの低下を招いたり、あるいは負担増を招いたりするようなこ

とはないというふうに思っております。そしてこれは議員もおっしゃっていますけれども、

沈んだ悪い話、暗い話ばかりではこれはどうしようもありません。べつに虚栄をはるつもり

ではございませんけれども、私たちの市は大丈夫だという発信は、特にこの予算でも成立さ

せていただきましたら、市政懇談会等を通じてきちんと数字を示しながら市民の皆さんにご

理解いただきたいと思っておりますのでよろしくお願い申し上げます。 

○阿部俊夫君  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う  

地方交付税というのが我々自治体にとっては一番の命綱なわけですけれども、常に歳入決

算の構成をみればずっと地方交付税というのが、当然のことながら我々の市はもう３０パー

セント以上とにかくこれを地方交付税が占める。そういったことで財政力指数が高いという

ことで次に市町村税というのも高いわけですけれども、地方交付税というのは財源はやはり
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国税の５税を基本としている。 

それで一番税率の高いのが法人税ですね。この法人税というのもなかなか今度は厳しいの

ではないかと思うのです。それで基準財政需要額というのをどうするか基準財政収入額とい

うのを執行部の方、財政の方が計算するのでしょう。これはなかなか面倒で昔、財政の人に

聞いたら、この基準財政需要額の計算なんか面倒くさすぎてわからないなどという話を、だ

いぶ前に聞いたことが――町の頃でしたけれども聞いたことがありました。その基準財政需

要額と財政収入額の差額が単純にいえばやはり地方交付税、普通交付税で来るわけですよね。

それをだけれど国は、これは国税というのは地方交付税、預かったもので地方に配ると決ま

っているわけですけれども、その配分は総務省だとか財務省が相談して決めるのだそうです

けれども。ただ、それをそういった制度になっているにもかかわらず、その調整をしながら

今、地方交付税をなんというか削っているというような、そういったことも何か国はやって

いるみたいなことをうかがうのですよ。東京に行っていろいろ聞いたら。 

そんなことで財政当局の皆さん方は、そういった相当勉強して何か細かいその算定方法と

いうのは電話帳ぐらいに厚いのがあるのだなどという話をしました。単純に面積だとか人口

だとかではなくて、相当細かいそういった算定のそれをどうやって財政の皆さん計算してい

るのか。ここでなんていっても面倒であれでしょうから後でお伺いしますけれども、そうい

った点を後でだいたいのことでいいですからちょこっと。こんなところで説明なんか面倒く

さいのでやらない方がいいかな。ちょっとお願いします。 

○市   長  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う 

交付税の算定の基礎的な部分はとても今ここで口で説明できませんので、概略分について

はもしあれでしたら財政課長が。簡単に言えば必要なお金と入用のお金、その差額を国が交

付税としてよこすということなのですけれども、その交付税の中にも普通交付税に特交にい

ろいろ絡めてありまして、これから特交の最終的な額の発表が控えているわけでありますけ

れども、よくわかりません。本当のところ。 

総務省へ行ってその担当に聞いても、とてもとても一口には説明ができませんと。ただこ

の間行って聞いたらぽろっと言っていましたけれども、雪が降ったか降らないか、除雪をあ

る程度いっぱいしたかしないかというのは、それは一定の部分はありますけれどもそう大き

なウェイトは占めていません、ということを言っていました。 

今まで私たちは雪がいっぱい降ると除雪をいっぱいするので、特交もいっぱいくるだろう

という頭だったのが、そういうことではない。だから少雪だからといって大きく減ることも

そうありませんよ、という話は伺っています。が、いずれにしても私たちは合併して３年が

過ぎましたので、合併の３年間の優遇的な交付税の処置は切れたと思わなければなりません

から、この特交がどういうかたちで出るのかびくびく、わくわくしながら待っているのです

けれども。 

いずれにしても国はそういう約束をしていながら、今まではこういうことでちょっと地方

を裏切ったということでありますので、今それを反省しながら交付税についても増額措置を
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講じておりますし、今言っている臨財債も当然約束は守ってもらうものだと思っております。

やはり国のもと、いわゆる自治体のもとというのはすべてが税金ですから、恒久的な部分で

は昨日もちょっと触れましたけれども、もう消費税導入を考えなければどうしようもないの

ですね。そんな税金は一切とらない、いいことはするなどということはできるはずはないわ

けですから、弱者対策、低所得者対策を講じながらの消費税導入ということを、私は早く国

会議員の皆さん方は訴えるべきだと思うのです。けれども、選挙が近くなるとそういうこと

は言えません。 

私たちも選挙が近くなれば、あまり人に負担を押し付けるようなことを言わないのは当た

り前でしょうけれども、そういう議論をきちんと進めていくように、また市長会を通じてや

はり安定的な財政基盤を築くというのは一番のもとでありますので、努めたいと思っており

ます。では財政課長の方からわかりやすく説明しますのでどうぞ。これを先に聞いてからに

してください。 

（「聞かないでいいです」の声あり） 

○阿部俊夫君  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う 

数字的に予算、例えば平成１８年８７億５,８００万円という予算をどうしてしたか。それ

は出してある。それで実際には９１億円の実際の交付を受けている。それから１９年度８５

億９,０００万円の予算に対して８９億円。だいたいそれは幅はありますけれども、今日は結

構です。後でどうやってこれを算定したのか。 

（「それは今わかりますから私が言います」の声あり） 

○市   長  「財政再建計画」等の策定から４年目を迎え、今後の見通しを伺う 

交付税全体が増えたり減ったりすることはあるのですけれども、ここ２回ともに２０年度

も確かちょっと予算よりは・・・１９年度ですね増えたわけですから。２０年度はこれから

どうなるかわかりませんが。特交部分が今ほど触れましたようにやはりみるときははちょっ

と厳しくみます。去年１０億円もらったから今年も１０億円だろうと思えない部分があるの

です。 

それから今までの概念ではやはり雪が降るとか、降らないとか。それであまり大きく見積

もっていて歳入欠陥になると困るという、やっぱりそれは財政当局の心理もありますので、

結果として特交がある程度見込みより、やや多くきたということが一番の大きな原因ではあ

ります。 

あと普通交付税の方もいろいろな調整の中で増えたり減ったりは若干しますけれども。そ

んなことでありますので２０年度についてもこれから今、特交を８億８,０００万円ぐらい予

定していたわけでしょうか。１２月に２億円だったか・・・（「１億６,０００万円」の声あり）

１億６,０００万円交付決定があるわけですが、あと残りの７億２,０００万円ですか、これが

３月の議会開催中あたりに決定されてくるわけですけれども、それが１０億円になるのか８

億円を切るのか。ただ前年度に比して、特殊要因がなければ２割以上減額になることはない

というような、そういう不文律もあるようでありますので、その辺を注視しながら。要はほ
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ぼが特交部分であります。 

○副 議 長  ３時２０分まで休憩といたします。 

（午後２時５５分） 

○副 議 長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後３時２０分） 

○副 議 長  質問順位１３番、議席番号４番・高橋郁夫君。 

○高橋郁夫君  ただいまより通告にしたがいまして一般質問をさせていただきます。 

１ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 

まず、市発注の公共事業及び物品供給に対する業者選定についてお伺いいたします。百年

に一度の不況といわれる中、当市内におきましても大変な状況であると私は認識しておりま

す。市の自主財源の柱である市税につきましても２１年度予算では７億８００万円程度減の

８.６パーセント減の予算が組まれております。市でも信用保証料の１００パーセント補給や

失業者に対する市での短期雇い入れ、これから審議されますプレミア券など様々な景気対策

を図っております。 

しかし根本である仕事が大変少ないのが現状であります。そのため各事業者は従業員を抱

えておれず退職者がますます増えているのが現状かと思われます。当市でも財政につきまし

ては大変厳しい状況にあり、職員もできる限りの経費節減を行っておるところではあると思

いますが、しかし私はこの度の２１年度予算のうちどれくらいが地域内再投資に向けるのか、

景気対策また市税の面からも大変重要であると考えます。 

行政は幅広い仕事を通じ市民の税金を使います。直接的には工事や物品の調達、また、サ

ービスの地域内発注であります。財政が厳しいからといってどこの誰でも安ければいいと考

えるとひいては市の経済を小さくしかねません。昨日１番議員また１９番議員の質問の中で

市長は、市内の業者から物品も含めできる限りやっていただくよう努力している。安ければ

よいとは思っていない、そう答弁されました。しかし、１９年度の発注割合からみますと入

札における市内業者への金額に対する発注割合は公共工事で９３.１パーセント、物品供給で

は３０.４パーセントであります。 

ただし、この数字は市内に１０年以上支店を置く業者も含まれております。これは前年度

の数字ですので昨日の答弁からしますとその後、不況になってから今年度は発注割合が上が

っているのかもしれませんが、ただ単にこの数字からみますとできる限り市内の業者にやっ

ていただいているとは言いがたいと思います。特に物品供給に関してはかなり低い割合かと

も思われます。確かに物品供給に関しましては市内業者は比較的小規模のところも多く、頑

張ってはいるのですが、仕入れ金額が高いことから市外大手業者から比べ入札見積が高くな

ってしまいます。また、市内にない業種も確かに多くございます。 

しかし、市長も言っておるように安いからといって市外の大手を使うのは、市内の経済の

活性化の面からいっても税収の面からみましても見直すべきかと思います。また、公共工事

に関しましては災害のときなどにすばやい対応をしていただくなど、地域貢献度などから考
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えましても私はぜひ地域循環型の市制を目指し、入札方法及び業者選定基準を見直し、市発

注のものはできる限り市内に本店がある地元業者が受注できる仕組みを作り、地域経済の活

性化を図るべきかと思いますが市長の考えをお伺いいたします。 

２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

 ２点目といたしまして「南魚沼市兼続公まつり」についてお伺いいたします。このまつり

は皆様もご存知のとおり平成１８年までは７月１７日、１８日の日程で六日町まつりとして

行われてきました。開催日を７月第４土曜、日曜に改め、ようやく観光客にも定着しつつあ

ります。また昨年は南魚沼市兼続公まつりとして名称を改めスタートしました。 

市内のまつり、イベントについては１２月定例議会の一般質問において費用対効果のある

まつり、イベントと地域で行うべきものとを区別し、市として補助すべきものを区別するた

めに検討委員会を設け検討すべき時期がきているのではないかと質問したところ、市長は検

討委員会を設けるとの答弁をされました。このことは検討委員会を設けるということですの

で今後の検討課題といたしまして質問させていただきます。私はまつりの実行委員会で決め

たことに対し質問するのはいかがなものかとも思いましたが、今後の観光の発展を考え、ま

た市からも観光振興事業費として５００万円近い予算があげられていますのでお伺いしたい

と思います。 

南魚沼市兼続公まつりは地域住民のためだけでなく事業費が市から出ている以上、費用対

効果も考えたうえで観光客の立場に立ち、交流人口の増加を目指して進めていくべきかと思

います。こういったイベントのお客様もリピーターの方も多く、翌年もぜひ来たいというこ

とでお帰りの際に予約なさった方も数多くいるのではないかと推測します。実際７月２５日

は祭りにあわせ六日町近辺の宿泊施設はすでに予約が入っている状況ではないかと推察しま

す。そういったことも考えてもやっと定着し、お客様に認知されつつあるのに、この度また

日程を変更するのはいかがかと思います。 

また、８月１日に変更ということですが皆様もご存知とおり長岡まつりでございます。８

月１日、２日、３日長岡まつりでございます。すでに六日町近隣の宿泊施設はかなり入って

いる状態ではないかと思います。残念ながら長岡まつり花火の方が有名でありますので、８

月２日の花火は当然お客様は長岡の方へ行かれるかと思います。また、当市民の方も２日は

日曜日ですので長岡花火を見に行かれる方が大変多くいるかと思われます。わざわざ長岡ま

つりと同じ日にした理由が私にはわかりません。また度々日程を変えるなどということは、

そういうイベントはエイジェントも相手にしないかと思われます。観光振興の面から考えて

も私は考えられません。 

そこで質問いたしますが、まず六日町まつりを南魚沼市兼続公まつりと名称を変えた理由

と目的をお伺いいたします。また私はむやみにやっと定着しつつあるイベントやまつりの日

程を変えるべきではないと思いますが、この度まつりの日程を８月１日、２日に変更する理

由と目的をお伺いいたします。以上で壇上からの質問を終わります。 

○市   長  １ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 
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高橋議員の質問にお答え申し上げます。市発注の公共事業と物品買入れについてでありま

すけれども、今、議員それぞれお話がありましたように工事請負契約につきましては１３０

万円以上について財政課で担当して、原則として制限付一般競争入札を実施をしております。

これは参加申請のあった業者を県に準じた評価基準によってランクを付けて工種ごとに発注

工事予定額によって、どのランクが参加できるか、こういう発注標準を定めて、さらに業者

が市内に本社あるいは営業所があることを要件として該当する業者から参加希望をいただい

ていると。入札をしているということであります。 

昨年この業界の方からの要望事項を踏まえまして、市内に営業所のみしか有しない業者に

ついては開設実績が１０年以上なければこの資格にはなりませんということを、変更させて

いただいたところであります。大きな業者になりますと市のそれぞれの自治体の状況を見な

がらたった１名ぐらいの職員を例えば南魚沼市であればその出張所としてその職員の自宅を

出張所にして、そして入札参加してくるというそういう状況が見えましたので、これはやは

りちょっと制限するべきだろうということで１０年。そんなことでやらせていただいており

ます。 

ま、た物品購入につきましても先ほど議員おっしゃった工事関係は先ほど触れましたよう

に金額では約９３パーセントです。これはご存知だと思いますけれども、ある程度大型にな

りますと技術的な面、資金的な面で、県内大手あるいは全国大手等が算入しなければなかな

かでき得ないという部分がありますので、土木建築関係については９３というのは、これは

もうこれ以上あまり大きな金額の部分がなければこれはぐんぐん上がっていますし、たまに

大型的な部分がありますとこの率は若干落ちるかもわかりませんが、これはこの程度だろう

と思っております。 

一般消耗品などでの入札分だけで市内業者が３０パーセントということであります。これ

はやはり特殊でありまして、医療機器あるいは消防関係これがほとんどであります。例えば

消防団の制夏服、夏の服あるいは団旗それから消火栓本体、あるいは消防用のホースそれか

ら消防職員の貸与被服、それから高圧空気容器とかこういうものがございまして、これらが

市内にはこういう業界がございませんのでその辺に行っているということでありまして、決

して・・・何といいますか、これが入札分だけですね。それから随契だ、見積りだという部

分についてはそういうことにはならないわけでありますので、それをひとつご理解いただき

たいと思っております。 

極力市内で調達できるものは参加申請のあった市内業者によっての入札、あるいは競争見

積で発注しております。ですのでご理解いただきたいと思いますけれどもそれこそこういう

経済状況でありますので、適正な競争の確保これは当然前提としなければなりませんけれど

も、できるだけ市内でできることは市内で対応していただくというふうに考えていきたいと

思いますのでよろしくお願い申し上げます。 

２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

 兼続公まつりの件であります。これは兼続公まつりに名称を変更した理由はもう申し上げ
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るまでもありませんけれども。前はこれはご承知のように八坂神社の祭礼から始まっており

まして、六日町温泉の湧出後は温泉まつりが、そして高度成長で商工業がめざましく発展す

ると商工祭も行われるようになりました。これらを統合して六日町地域の大イベントという

ことで開催されてきたわけでありますが、この「天地人」放映に合わせて誘客促進を図ろう、

そして合併の一体感も当然ですけれども醸成していかなければならない。こういうことの中

で郷土の英雄「直江兼続」公の名称をいただいて、「南魚沼市兼続公まつり」というふうに変

更させていただいたものでございます。 

開催日を変更した理由ですけれども、一番の大きな理由は市内で今まで行われてきており

ましたイベントとの重複を避けるという、これであります。従来この六日町まつりは７月１

７日から１９日の３日間でありました。この前が塩沢でしょうか、１３、１４、１５だか１

４、１５。そしてこれが終わると今度は浦佐ということでだいたい前はそういうことであり

ましたけれども、この１７日から１９日ということが雨にたたられる確率が非常に高かった

ことが一つと、近年こういう社会情勢になりましたら塩沢のまつりはまだそういうことには

あまりならないようでありますけれども、とてももう土日でなければ人も子供も出られない

と、そういう状況もありまして、この１７日から１９日ということをまずは夏休みに入って

からの梅雨明けごろにということで、去年、おととしからだったか。おととしから７月の下

旬の方へもってきた。 

これが検討委員会の中で検討をさせていただいたわけでありまして、昨年も７月の最終土

日に変更して実施してきた。ところがこの日程ですと２１年度、それから２２年度だと五日

町まつりと重なる。これは日程調整変更する段階ではあまり気付かなかったので議論されな

かったわけですけれどもそういうご指摘がありました。 

大きなまつりをするがために地域の小さなまつり――とは言いませんけれども、昔は五日

町まつりというのはすごかったのですけれども――そういうのにみんなぶつけて地域をみん

な、何といいますかないがしろにするのかというご指摘もありました。これはやはり地域の

まつりは重視しなければなりませんので、ちょっとこれは変更しなければならないだろうと

いうことで、昨年の１２月２２日に開催されました兼続公まつり実行委員会において検討い

たしまして、今触れましたようにすでに実施をされているまつりと重複させることは好まし

くないということで、２１年度の兼続公まつりは８月１日、２日に決定をされてこういうこ

とになっているわけです。 

そしてあわせてその委員会の中では平成２２年度以降は８月の第１日曜を含む土日の開催

ということで、今度は決定をさせていただきました。その条件として梅雨明け以後であると

いうこと、それから学校が夏休みに入っている、土日であること、この三つの条件を考慮し

て決定をされたところであります。ちょっと度々日にちが変わって市民の皆さん、あるいは

観光客の皆さんにはご迷惑をおかけいたしますが、２２年度からはこの日程で８月の第１日

曜を含む土日ということにさせていただきます。 

長岡まつりとの関連でありますが、いろいろ調査をさせていただきまして、以前はここで
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あまり売り物がないときは長岡まつりの観光誘客には力を入れておりましたけれども、今現

在は花火のお客さんはだいたい夜中の１２時ごろチェックインする。そして一泊朝食付きで

非常に単価も安い。べつに来ていただくお客様を受け入れたくないということではありませ

んけれども、受け入れ側としてはこの長岡まつりの誘客に、それほど今現在力を入れていた

ところではない。 

そこで８月１日、２日の変更についても温泉旅館組合を中心にしてご報告申し上げたとこ

ろ反対ということは全くなくて、ある意味、そういう意味ではスムーズにご理解いただいて

いると。今度は去年の日程の方でやりますと柏崎まつりと重なるのですね、ちょうど。それ

で今度は花火師が、柏崎まつりとここのおまつりの花火をやっていただく方がご一緒なもの

ですから、やはり花火師は替えたくないというのが花火の方の実行委員会のご意向でござい

まして、一番問題がないとすれば前の７月の１７日から１９日に返せばそういう問題はすべ

てクリアされますけれども、今度は雨は降る、まつりを実行してくれる皆さん方はいないと

いうようなことになりますので今の状況になっているわけでありまして、ひとつご理解をい

ただきたい。２２年からは８月の第１日曜を含む土日ということで定着をさせていただきた

いと思います。２２年は７月３１日と８月１日になります。そして２３年は７月３０日、３

１日となっているようでありますのでそういう方向にずれていると。 

また確か何年も経つと五日町のまつりのところの２５日に入ってしまうのです。その時は

またもう１回また確か飛ばなければならないかもわかりませんが、それまで五日町まつりが

続行できるかどうか、これもちょっとわかりませんけれども、しているものだという仮定を

しますとそうなりますが。（「絶対だぶらないです。８月の第１に入れば」の声あり）失礼。

そういうふうにすればいいのだそうです。はい失礼しました。だぶりません。五日町まつり

が続行されることを望みますけれども、そういうことですのでひとつご理解をたまわりたい

と思いますがよろしくお願い申し上げます。以上であります。 

○高橋郁夫君  １ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 

まず市発注の公共工事、物品購入についてお伺いします。先ほど市長が答弁されたように

９３.１パーセント公共工事があるわけですが、それはたぶん市長の市内というあれが１０年

以上いる方も含んでのこのパーセントであるし、市内になるたけ発注しているのだというの

も市長の見解でいうと１０年以上の方も入っての見解だと私は聞いているのですけれど、聞

いた感じが。 

私は何しろこういう大変な時期でありますので、やはり市内に本店のある、災害などのと

きには本当に緊急に出動してくれるような市内の業者を、こういうときこそ優先すべきでは

ないかということでお伺いしているわけです。こういったこともなかなか急には難しいのか

もしれませんが、できればこういったことも期間限定でそういった対策を練れないかまたも

う一度お伺いいたします。 

○市   長  １ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 

極力その市内業者ということは常に考えておりますが、排除。条件を満たしている会社は
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例えば営業所であれなんであれ、これは排除する理由が見当たりません。どうしようもない

です。では取ってくれるななどとも言えませんし、指名をしないということになりますと―

―指名というか入札参加を制限しますということになりますと、相当の理由がいるわけであ

りまして、これはちょっとある程度一定条件を満たした部分を入れないというわけにはいき

ません。 

ご存知でしょうけれども例えばここに営業所があって従業員が二人いるとか三人いるとか

と。これは本社の法人税の部分の従業員数割で、ここにも一応税金は入ってきますし、当然

持っている例えば土地、建物を持っているとすれば、それはもう固定資産税という部分もあ

りますので。急に来てほいと持っていくとかという、そういうことはやはり避けなければな

りませんけれども、一定の条件を満たせばこれはいたし方ないものだと思っておりますので、

市内の業者から頑張ってもらうということが最低条件だと思っております。 

○高橋郁夫君  １ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 

例えば長岡市では不況対策として地元業者支援のため指名入札の要件ですね、これが現行

１,０００万円から１,５００万円にするということで４月１日からするということで新聞報

道されました。これは当市とは全くたぶん事情が違って、長岡の場合は広いものだからそれ

ぞれに行渡るようなというあれだとは思うのですけれど。また他市でもやはりなるべく市内

の業者にということで、なるべく市外に出さないようにしようということでもってやってい

る、もう始めている市もあるそうです。なんとか当市も検討はしていただきたい。どういっ

たかたちでできるかできないかはわかりませんけれど、やはり検討した中でできるだけそう

いったかたちにしていただきたいなと思っていますが、よろしくご答弁お願いします。 

○市   長  １ 市発注の公共事業及び物品買入れについて 

再々申し上げますとおり極力市内の皆さん方から仕事を受注していただきたいということ

は常に考えておりますし、できる限りの方法は取っていくわけですけれども、例えばここに

本社がないから、それはもうほかの条件は全部満たしているけれども、皆さんだめですよと

いうことにはなり得ないのです。そして従業員そのものもそういうところというのは割合と

市内の人間を使っていただいているところもありますし、割合とですね。 

そうして今、議員がちょっとおっしゃったように、５００万円だの１,０００万円だのなん

ていうところにそういう皆さんが算入してくるということはほとんどございません。ある程

度金額の大きいもの、あるいは技術的に非常に難しいものとかそういうことですので。議員

のおっしゃっていることは良くご理解をさせていただきますので、極力市内の皆さん方から

仕事を受注していただくようにそれぞれまた工夫をしてみたいと思いますけれども。 

やっとなんといいますか談合だとかそういうことの防止のために一般競争入札、あるいは

価格の事前公表とかいろいろなことを含めて入札改革をやってきましたので、ここにきて―

―特殊な部分があれば別ですけれども、そうでないのにそのことだけのために指名競争入札

に戻して、市外業者はいっさい締め出すなどということはちょっとでき得ないことでありま

すので、よろしくひとつご理解いただきたいと思います。 
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○高橋郁夫君  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

それでは２点目の南魚沼市兼続公まつりについてお伺いいたします。市長は兼続公まつり

の名称を変えたのは理由として、商工会と一緒にすることで観光イベントとしてこれからは

やっていくのだという答弁をなされました。また、日程を変えた理由については私はちょっ

と理解しかねるのですが、五日町まつりと重なったということなのですが。私は市長が言う

ようにこの南魚沼市兼続公まつりを観光イベントとして考えるならば、いかに市外のお客様

を呼び込み、地域の観光施設の繁栄を第１に考えるべきであると思います。すでに長岡まつ

りの日には南魚沼市兼続公まつりがこの日でなくても、毎年宿泊施設は満館となっておりま

す。石打辺りまでも結構入っているような、長岡まつりについてはそういう状況になってい

ます。 

私は観光事業者にいたしましても先ほどの答弁からいいますと観光の事業者の方が反対は

しなかったということなのですが、２週つづけて多くのお客様に訪れていただくチャンスを

なんでやはり１週にまとめてしまったのかというのも疑問です。それなのにわざわざいろい

ろある中で重ねるべきではないと思っているのですが。また、各エイジェントではもうすで

にたぶん「天地人」と絡めて長岡まつり、また南魚沼市兼続公まつりとのセットで検討され

ているのではないかと思うのですが、いつこれを発表するかは別にしても、すでに発表した

ときには結構たとえば兼続公まつりに来るために２５日にもう予約をなさっている方がいる

かと思うのです。そこら辺もちょっと後で伺いたいと思うのですが。 

くどいようですがぜひ観光客、エイジェントの立場に立って観光振興を考えて、その日程

なども調整していただきたいと思います。先ほどの答弁を聞いていますと毎年というか２年

に１辺になるかわからないけれど、そのたびに日程を変えるなどというのは、やはり地域の

まつりであればそれは可能かもしれませんが観光のイベントとして考えるならば、毎年定着

してこそリピーターが増えるのであって、そこら辺がちょっとわかりかねるのですが。もう

１度市長の見解をお伺いしたいと思います。 

○市   長  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

兼続公まつりは、それは当然観光客の増大ということも主眼でありますし、ただ、私たち

の地域にこういう偉人がおったということを市民の皆さん方がまた再認識する意味でも、市

の皆さん方が主体のまつりということは十分意識をしてやっております。ただ、ただ観光客

を増やさんがための部分ではございませんので、それはこれによって観光客が増えることは

ねらっておりますけれども、では市内のいろいろな部分をすべて切り捨ててそこだけに結び

付けていいかというとそうではありませんので。 

先ほど触れましたようにほかの地域であるまつりのところに、わざわざその日を持ってい

って、そしてそこの地域がとてもまつりが開催できないとか、してもほとんど人っ子一人訪

れなかったなどということがあっては、これは私は兼続公まつりの義と愛の精神に反するも

のだと思いますので、そういうふうにまつりの実行委員会の皆さん方も考えていただいたと

ころであります。 
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確かに議員おっしゃったように今週には兼続公まつりがあってお客が来た。来週は今度は

長岡花火があってお客が来た。これは結構なことでありますし、そういう方向も望む方も多

いのかもわかりませんが、さっき触れましたように私は長岡まつりによって――私の情報で

すよ、これは。高橋さんの情報とちょっと違うかもわかりませんけれども――これがでは兼

続公まつりと一緒になって、お客が２回取れるところが１回になるからとても困ったという

話というのは、一つも今のところ聞いていないのです。 

それから２５日、日にちを特定しますとそれが何曜日であってもその日にちです。塩沢ま

つりはそうやっていますよね今、六日町の方の今度は雪まつりは、結局土日、土日に全部入

っていっているわけです。全くそれで支障はありません。その第何週の土日ということであ

れば、お出でいただく皆さん方も日にちは違いますけれども土日に予定をするわけですので、

それはあまり影響はないと思っていますけれども。いずれにしても今年は長岡まつりとぶつ

かってしまいますが、これからはしばらく長岡まつりとはぶつかりませんので、２１年度は

ちょっとその影響、状況とも調査させていただきます。ひとつ耐えがたきを耐えしのびがた

きをしのんでいただいて、今回はご了解いただきたいと思いますがよろしくお願い申し上げ

ます。 

○高橋郁夫君  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

私も土日ということについては、今までも７月の第４土日ということでもってやっていま

すので同じかとは思うのですけれど。それではお伺いしますが、市長の話では観光事業者は

そんなに困っていないのだということのようなので、こういう質問をしていいのかどうなの

かわからないのですけれど。 

その日程を発表した時点ですでに兼続公まつりということで予約なさっている方も多くい

られるかと思います。その結果キャンセルとなるケース、また面倒なことになるケースも考

えられるとは思うのですけれど、そういったものの責任というのは、実行委員会となるのか。

宿泊者施設がそういった問題を全部みんな対応をして責任を持つのか。そこらあたりはどう

なるのでしょうか。 

○市   長  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

責任とおっしゃいますと、どういう責任のことでしょう。ちょっと私はわかりません。 

○高橋郁夫君  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

キャンセルと。それは個々にいくらでもない人数であればまた別なのですけれど、ある程

度の多くの方がもうすでに予約なさっていて、その予約の目的が兼続公まつりということで

もって２５、２６で予約なさっているとしますよね。そうすると例えばキャンセルになる場

合もあるし、いらっしゃってからなぜないんだという問題も起こるかと思うのですけれど。

やはりそういったものの対処もある程度はできれば考えていただきたいなと。 

○市   長  ２ 南魚沼市兼続公まつりについて 

そういうご心配。私はまた長岡まつりとぶつかって、両方受け入れられる予定が一つにく

るったからその差額をどうするというようなことだと思ったのですが。そうでなくて、兼続
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公まつりそのものが今年というか平成２０年は７月２５、２６でしたか行われた。では来年

も当然その日だろうと思って予約を取っていたのだが８月１日、２日になってそれが予約が

だめになったと。さあその責任をどうするのだということであれば、それはまずほとんどそ

ういう状況にはなり得ません。今までの経験からも。 

１年前からそのまつりがあるかないかわからないのに、まず予約を入れておくということ

はほとんどないと思います。まつりがいついつある、だから私たちが来年もこの日にやりま

すよ、と言っていてもう予約をとってもらって変えたのなら別ですけれども、そういう告知

もしてありませんし。まずはないと思います。あったら責任はと言われても、そこまで私た

ちが責任を取るべきものかどうか。ちょっと私はわかりませんので即答はしかねますが、損

害のないように配慮しなければならないということだけは思っておりますのでよろしくお願

いいたします。 

○副 議 長  質問順位１４番、議席番号２９番・松原良道君。 

○松原良道君  職員採用と部制強化について 

通告にしたがいまして質問をいたします。２１人の質問がありましたけれども、だぶらな

い質問でよかったなと思って自分の感性に今、感動しているところであります。市長から新

鮮な答弁が聞けると思っていますのでひとつよろしくお願いします。 

職員採用と部制強化についてであります。市は合併に伴い人口、予算規模ともたいへん大

きな市となったところであります。さらに福祉向上に向けても住民ニーズの多様化などます

ます市政の役割は、私は重要と考えています。そこで従来どおりの職員採用だけではなく、

より高度な知識、あるいは資格を持った人材採用による部あるいは課の強化を図ることが私

は急務だと思っていまして、以下３点について質問いたします。 

従来の一般職採用のほかにやはり今後は土木工学、建築工学あるいは宅建、ケアマネ等専

門の高度な資格を有する職員採用、いわゆる中級職採用を考え、専門職の育成に私は努める

べきだというふうに考えています。今後３年間の市の総合計画をみても大変多額な事業発注

が予定されておりますし、また県においてもこの南魚沼市の地域整備局管内でも我が市の事

業に対しては県内でも長岡、阿賀野市そしてわが市、事業額でも３番目であります。事業件

数においては長岡の次に２番目であります。 

こうした状況を踏まえますと今までどおりの一般職採用だけでなく、やはり専門職の採用、

専門部の強化を私は図るべきだと考えていますし、県もそうした自治体の体制強化を望んで

いることも確かであります。市長の考えを伺います。 

２点目、合併して５年目を迎えそろそろ年功序列の管理職の登用だけでなく、やはり今後

は若手登用をしながらやる気を喚起をし、優れた人材を育てることが行政の立場からしても

当然であるというふうに考えています。そしてまた事業をすることによってやはり大切なの

は、県いわゆる役人とのいい意味での人脈パイプ作りであろうというふうに考えています。

前副市長の井口氏が退職して私の中ではこの南魚沼市は、大変県に対して人脈が弱くなった

なと実感していますが、その点を踏まえて市長のお考えを伺います。 



  - 62 -

３点目、職務であります。一般的に職員の皆さんに職務の再認識をしていただきたい。や

はり職員の職務は、住民に対していかに不利益を減らし、いかに大きなサービス・奉仕がで

きるかというのが、私は職員の本来の原点であろうというふうに考えています。そう多くは

いませんけれどもたまに現状を見ますと、やはりまだ結論が先で住民の要望に対して何が障

害で、その障害を取り除くために何をしなければ住民の要望に応えられないかということに

対して、非常に住民側の視点に立っていない。多くではありませんけれどもまだまだ一部に

はそういう考え方の職員がいるのです。 

そしてまた管理職としての心得の中に、私は管理職の皆さんに問いたいことがあります。

管理職とはなんぞや。皆さんは業務をきちんと把握しているなどということは当然でありま

すよ。いかに自分の部下、将来ある部下の健康状態までも把握しながら、自分がその立場で

業務をこなしているかということです。 

どうも最近見ますと心の弱い、病にかかっているといわれても不思議でない、そうした職

員が非常に私は増えているような気がします。これはいちいち市長がどうこうではありませ

ん。管理職である皆さん、ここにいる皆さんの私は責任だというふうに考えています。管理

職というのは何が一番求められるかというと、やはり仕事をすること以前に自分の健康状態、

体力が正常であって、正常な判断を部下に対してできるかということであります。 

今、見ていますと、管理職になってもっとすばらしく化けるのかなと思えば、自分の立場

を擁護しているというか。部下に対してやれと、結果は俺が責任を取ると。市長と責任は俺

が取るからやれと、とにかくそれはいいことだと。そういう管理職が私はそう見受けられな

いのが残念であります。そうしたことを踏まえながら市長にこの３点についての答弁を、ま

ず最初にお願いをするところであります。 

○市   長  職員採用と部制強化について 

松原議員の質問にお答え申し上げます。職員採用と部制強化ということでありますが、今

おっしゃっていただきましたようにこの市政に対する住民のニーズ、非常に多様化、複雑化

してきているところでありまして、それに対応できる人材、あるいは専門性の高い人材の確

保、育成は必要になってと。今までも必要でありましたし、ますます必要になってくるとい

うことだと思っております。 

今、ご承知のように市の職員は初級試験ですね。ここでこれを新潟県市町村総合事務組合

に委託して実施しておりまして、この２０年にはちょっと広く人材を求めるという観点から

受験年齢数を５歳、今まで上限２７歳だったのを今年は３２歳まで広げてみました。そうし

ましたら一般職で、昨年８０人の応募が今年は１１５人ですから３５人増。保育士は６７人

が４８人ですのでちょっと減って１９人、消防職が３０人のところが５５人で２５人増。合

計で４１人応募者数は増加をいたしました。 

これでこれに加えて２１年度からは今、職員の年齢部分をこう階層を見ていきますと、５

０歳ちょっと過ぎた皆さん方のところが一番狭くなっているのですね、少なく。ここの手当

てをある程度――ここから下の部分はちょっとあるのですけれども、これを今から手当てを
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していかないと将来そこに空洞ができてしまう。そういうことも含めたり、あるいは民間の

発想活力そして技術力やそういうものを生かすという意味で、２１年度はこの職員の採用応

募枠の年齢を３５から３７、まだはっきりはしておりません。ちょっと上げて、そしてその

枠を設けてもう民間からの応募に限る皆さん何人とか、あるいはおっしゃったように技術職

で専門の部分を何人、あるいは一般職を何人というようなことで、ちょっと実施をさせてい

ただきたい。そして人材登用にあてていきたいと思っております。 

なおまた今、いろいろ皆さんにお話申し上げておりますとおり、職員の退職が予定以上に

早く進んでおりますので、これは計画どおりずっと採用していきますとちょっと一度に２５

人、３０人なんていう年齢がでてきますが、それまでの間がちょっと手薄になるおそれもあ

りますので、前倒しの増員も。その部分を前倒しして早いうちに確保しておくということも

ちょっと考えなければならないな、ということも生じております。それらを総合的に勘案さ

せていただいて、議員おっしゃったように専門職の育成は、きちんとやっていかなければな

らないと思っております。 

今、この近年の傾向といたしまして１次試験の合格者が、これはもう専門学校出身者が約

６割。考えればそういうことですよね、そのことだけに集中をして１年なり２年なり勉強を

するわけですから、１次試験は非常にそこの通過者が多くなるということはわかるわけであ

りますけれども。これのままいきますと非常に厳しい状況になりますので、先ほど触れまし

たように年齢枠、あるいは別の枠、そういうものを設けながら職員採用に向かっていきたい

と思っております。 

いわゆる採用の際の面接につきましても、私が町長になった時代から民間を入れましたが、

非常にやはり時間的に少なかったりそういう部分もあって、本来その方の持っている部分を

全部見通せるかといいますとなかなか。まあ、人間を品定めするというのは難しいことです

けれども。ですからこの採用時の面接、これらの部分もちょっと改善を加えていかなければ

ならないかなという思いであります。いずれにしてもおっしゃったように技術職、専門職こ

の採用も含めて、 ちょっと改革をしていきたいと思っておりますのでよろしくお願い申し

上げます。 

 管理職の若手登用でありますが、もうまさにこれもおっしゃるとおりでありまして、管理

職への若手登用を積極的に２１年度からは行っていきたい。ただ、空いているポストがなけ

れば、なかなか無理やりそのポストを作ってということにはなりませんけれども、なるべく

早く若い皆さん方から管理職として活躍していただけるように。そして若い職員がまたそう

いうことで、なんといいますかやりがいも持っていただけるように努めていかなければなら

ないと思っております。 

なお、研修やそういう部分も含めて、ちょっと以前申し上げましたけれども今、新潟県の

方の市町村課に一人と、それから国体関係で一人県に派遣をしております。あとは後期高齢

者医療の方ですかね。２１年度は環境省の本庁に１名職員を派遣をいたしまして、地盤沈下

の問題、あるいは環境対策の問題、そして中央でのやはり人脈の構成、これらも担っていた
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だきたいと思いまして、一人の職員を環境省の方に派遣をする予定であります。 

 前副市長の井口氏の退職による県とのパイプの枯れたとか衰えたとか、仕事の影響はどう

だということでありますが。どちらに対しても全くないといえば前副市長に失礼にあたりま

すし、これがあるといいますと現副市長に失礼にあたるわけでありますが。今ですね、まだ

時間も浅いわけでありますので、特にこのことによって県との関係が疎遠になったとか、情

報が入ってこなくなったとかということはございません。おかげでそういう関係についての

職員の育成も、前副市長を中心に図ってきていただいておりますので、そういう面では井口

氏が退職されたことは、それはそれとしてそれによって今、仕事に支障をきたしているとか

ということは特別ありませんけれども。やはり悪い意味でなくて良い意味で、国・県、ある

いは民間、それぞれのところに相当のなんといいますかコネクションを持ったり、人とのつ

ながりを持ったり、情報収集したりするというのは大事なことでありますので、そういうこ

とにも十分力を入れていきたいと思っております。 

職務に対する再認識ということでありますが、私が職員に常々申し上げていることは、考

えているだけで実行、行動を起こさないのは愚の骨頂だと。行動を起こしてそれが例えば失

敗であってもそれはその方がいいと、そういうことを申し上げております。結論だけ自分の

頭の中で法律体系やそういうことを考えながら結論を出して、そんなことはできないことだ

と。そういうことは厳に慎まなければなりませんし、必ずそこを突破する道はどこかにある

のですね、１００パーセントとはいいませんけれども。そいうことをきちんと考えて市民の

皆さんの立場に立った行政をきちんとやっていけるように、また改めて職員には４月の年度

初めには訓示をさせていただきたいと思っております。 

疾病者が確かに多くなっております。これは管理職の皆さんの責任ということではなくて、

これをきちんと把握しないのはうまくありませんけれどもそういうことではなくて、なんと

申しましょうか。非常に事務内容も複雑多岐にわたる。あるいは今、私がちょっともうそれ

は全部俺のところへよこせという話をしてあるのですけれども、非常に行政暴力とまではい

いませんけれども何と言いますか、クレーマー。これが普通のクレーマーではないのです。

とにかくひどいのが何人かおりまして、そういうのも非常に職員の心の健康を害する原因に

はなっております。 

若い職員がやはりああいう部分に遭遇しますと非常にやはり。そして人格を否定するよう

な言葉をぼんぼん、ぼんぼんとやるわけですから、非常に苦慮しております。いずれはやは

りきちんとした対応をしなければなりませんので、そういうことも含めてまさに議員おっし

ゃったとおり管理職はそこまでやはり気を、目を配りながら普段の職務を執行していただく

ということは、論を待たないということでありますのでここも改めて。今、ここへ全部おり

ますので、意を新たにしたところだと思いますのでよろしくお願い申し上げます。以上であ

ります。 

○松原良道君  職員採用と部制強化について 

１番と２番はちょっと連動することもありますけれども、１番からちょっと再質問させて
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いただきます。私がこの問題を今回取り上げたのは、今まで議場では職員の人員削減、人件

費削減ばかりしたのですよね、議員の皆さん。私は今回視点を変えてみたら、これからちょ

っと資料を言いますけれども、今後の退職者、想像がつかないほどいるのです。このままで

いって我々の市が１０年後、あるいは８年後に本当に市民のためにきちんとした行政サービ

スができるかというのが、非常に私は心配だったもので、今回この退職をどこで言おうかと

思って考えて調べた資料があるのです。 

平成２０年度、今年からですけれども管理職が――いわゆる係長以上、一般職の中の、平

成２０年から平成２７年の８年間、今５３歳の皆さんが退職するまでに１１２人退職するの

です。そうすると今の現状の中で残っている係長、課長というのは課長が一人か二人、係長

が５人しか残らない。８年間で１１２人退職するのです。それで一般の事務の方でみると４

３人も退職するのです。今、縦にこう年度別に管理職、一般事務、保育職、消防長がいます

から今回は消防というもので入れておきましたけれども。そうすると今度は保育職などもや

はり８年で８０人退職するのです。今保育職はどのくらいだかというと１５０人の本採用職

員に対して臨時が１００人いるのです。その８０人約５０パーセントがもう退職してしまう

と。それから平成２７年から３年過ぎると、もう２５人保育職については退職するのです。

本当にこういう状態で先行きが不安がないのかということ。 

それと消防職などをみますと８年間で今１０５名体制ですけれども３６人、３割退職する

のです。そうするとだいたい我々が知っている描いている消防が初めてできたときの第１期

生２５人もはるかにいなくなるのです。そうした場合に危険を考えなければならない、自分

の生命、財産も守らなければならないという職種の中で、本当に危機感を持って住民の生命、

財産を守り、また自分の命を守りながらその業務ができるかという、私の経験不足からはそ

ういったのを心配しております。 

こういったいろいろの要素を管理職、一般職、保育職、総合職全部足しますと８年間平成

２７年までに２７０人辞めるのです。医療の方はもう優秀な局長と事務長がいますので、今

回は医療関係の退職の方は調べてありますけれど言いませんけれども、全体を合わせるとこ

の８年間で３２２人が退職する。医療まで含めると。 

非常に私は、そういう状態で今この取り上げた高度な資格を持っている職員採用、あるい

は若手登用というのは、それを心配して言っているのです。ぜひひとつこの辺を考えて採用

を。私は３５から４０ぐらいに専門職は引き上げた方がいいかなと。大学に出たってすぐは

なかなか土木工学、１級土木、１級建築士など取れないわけですから。そういった点ではや

はり今、市長が言った３７歳ごろまでの専門職の採用年齢を上げるということは、私は非常

にいいことだと思っていますので、このことについてはもうあれしません。ただ、やはり心

配なのは、あまりにも退職者が多すぎて空洞化になって、円滑な行政運営ができないのでは

ないかということです。あとではそれについてひとつお願いします。 

○市   長  職員採用と部制強化について 

今、冒頭に私も触れましたが、そういう心配が現実のものとして出てきておりますので、
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いわゆる計画的な採用の前倒し、それから年齢層の補充、専門職の補充ということを考えな

がら２１年度からは職員採用にあたらせていただきたい。消防だけはとにかくこれは定員を

きちんとということで、計画的にずっとやってきておりますので、定員割れだけはしないよ

うに。だけれどもごく一線の皆さん方もそう遠からず、いろいろの経験をした皆さん方がや

はり退職されるわけですので、なるべくそういうことを継承できるような体制を消防長とと

もにまた考えていかなければならないと思っております。 

保育園につきましては公設民営化という部分もありますので、ただいわゆる市立の保育園

そのものが全部なくなるわけではありません。確かに今、臨時と正職の比率が非常にぎりぎ

りの状態まできておりますので、これ以上雇わないでおくなどということもできませんから、

またそれらはきちんと対応をしながらやっていきたいと思っておりますので、よろしくお願

いを申し上げます。 

 採用の年齢の上限とかそういうものは、もうちょっと検討させてもらいますが、まあ３７

ぐらいまでは上げないと、民間からの優秀な皆さん方は確保できないのかなという思いはあ

ります。以上であります。 

○松原良道君  職員採用と部制強化について 

だいたい１問目の質問はそれで了解しましたので、ぜひひとつまたお願いします。 

この２点目ですけれども、若手登用というのは年功序列で一応今まで市長は来たのですよ

ね。合併をして４年、５年、融和を強調してきましたからそれはわかるのですよ。ただ、こ

れからはもう徹底的に若い皆さんを登用して鍛えていかないと、若い皆さんを登用してもそ

の人間が行政の皆さん、例えば市長、副市長が期待しているほどの人間になるかなどという

のはわかりませんから。それはやる場所の範囲も限られているわけですから、その辺を踏ま

えてやはり積極的にやってもらいたい。 

それと人脈がなければ、これだけ予算が厳しいときは、うちの市としても例えばハードの

面だけでもいえば、限られた予算の中で継続事業の予算確保、あるいは新規事業などという

のは本当にできないのです。私もこの３年間きちっとそれをしてきてわかります。実感して

います。ただ、職員が頑張っていただいたから、私は今回本当に自分でやってきたこの３年

間の仕事の新規事業は、これだけ県が財政的に容易ではないときに、新規事業を採択してな

おかつ１年目に１億５,０００万円も予算を付けてくれるなどというのは、今までは考えられ

ないのです。そういったのはやはり優秀な職員がいたり、人脈ができていることによって、

生まれた効果だなというふうに私は思っていますから、あえてそういうことを言ったわけで

す。その点もまたひとつお願いします。 

 もう１点は、若い皆さんはやはり４０から４５ぐらいまではいろいろ課を回って勉強をす

る。これは当然のことです。ただしかし、例えば４５そろっともう係長の前の段階、係長に

育っていかなければならないときには、その人の適正そういったものをみて。例えば専門職

で雇えば当然そっちに行きますよ。ただ、専門職で全部そろえるというわけにはいきません

から、そうした場合に自分の部下の能力、あるいは部下の思いというのは当然伝わるわけで
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すから、そういったものを考慮して配置をしないと、やはりまたその人間がだめになるとい

うケースもあるという。 

もうこれからはいろいろなことを想定していかないと、市長、やはり若い世代の人間を使

いこなせないのですよ。だからそういった皆さんを見ることと、やはり若いうちは勉強をす

る。それから管理職のちょっと前になったら、その人の適正をみて適当と思うところの配置

をして、長くそこに置かせて、頑張らせて人脈を作っていくというのが、私は理想だと思っ

ていますのでその点もひとつもう１回お願いします。 

○市   長  職員採用と部制強化について 

今、私たちが人事異動をする基準的な部分といたしまして、自己申告をまずとっておりま

す。そして本人の思うところ、あるいは目指したいところ、そして得意なところ、こういう

ところは嫌だという部分もありますね。それから管理職からみて職員がどういう特性がある

とか、あるいは能力があると思われるだろうと。そういうことを一応お互いが自己申告。 

ですから部下から管理職部門でとてもあの部分は、ということだってないばかりでありま

せん。そういうことを総合的に見極めてそして今はやっております。 

やはり同じところに最低２年ぐらいは、特殊な事情は別として２年あるいは３年ぐらいい

ないと若い職員というのは仕事は覚えていきませんので、そしてなるべくいっぱいまわすと

いうことはこれは基本にしておりますけれども。あとは前々から申し上げておりますように

人事評価制度を、今年は試行で管理職の部長級の人事評価をさせてもらってみました。おも

しろいと言っては悪いけれどもなかなか難しいですね、あれは。本当に難しい。 

そういう部門を今度は一般の皆さんにも全部取り入れてやって、そして評価をすべきはす

る。やはり改善してもらわなければならないところはきちんとやる、という方向を取り入れ

ながらやっていきます。やはり職員も長い慣行・慣例の中で、公務員は年功序列というのが

基本でありまして、そういうところに流されている部分というのはあります。私も若干はそ

ういう部分がありました。合併してから４年間。 

２１年度からは心を鬼にして、年齢が上だからということだけで管理職に登用ということ

は一切しない方針を固めましたので、これからの２週間がちょっとおそろしい気がしますけ

れども、そんな状況をやりながら職員のやる気を出してもらうことと、能力をきちんと生か

してもらうことについては、万全を期していきたいと思っておりますのでよろしくお願い申

し上げます。 

あとやはりさっきも触れましたけれども、人脈というのは、これはもう一番何をするにし

ても大事でありますから。どこへ行くにしても知っている人がいればそこに行ってすぐ話が

できる。全くいない場合はある程度人を介して行って、まずは自己紹介から始まってあれや

これやととても時間がかかるし、お互いが分かり合うまでにも非常に時間がかかるというこ

とですから。人脈はきちんと築いてくれよという話は職員にはよくしてありますので、さっ

き触れました環境省に派遣をする職員などは、そういうことを主眼でもいいというぐらいの

話をしてありますので、そういうことにきちんと力を入れていこうと思っておりますのでま
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たよろしくお願いいたします。 

○松原良道君  職員採用と部制強化について 

それでは２週間後の人事発表を一議員として期待をしております。それで３点目の質問に

なります。管理職の自己責任、自己管理というものについて私はちょっと触れてみたいと思

っていますが。市長もご承知のように先般、前副市長の長年の労をねぎらうという会があっ

て、県からも相当な皆さんが来ました。そして泊まった方もいて私もたまたま知っている人

が来ましたから、次の朝８時に行って送ってやった方がいいかなと思って、ちょっと酔って

いましたけれども早く起きまして行った経過。そのときやはり自己責任、自己管理これが徹

底しているなと思ったのは、どの方も課長さんも、飲んだ朝、全部アルコールセンサーで自

分で確認しているのです。そして０.１５で一応罰則ですけれども、０.１以下でようやく車に

乗っていく。ある方はやはり２時間半いました。１０時半まで。私が８時に行ってから。そ

の０.１以下になるために。そこまでやはり上に立つ人はしているのだなという気がしていま

すが。 

そこで市長はうちの――これは管理職ばかりではないのです。一般の職員も。やはり我々

が例えば酔っ払い運転はしてなりませんけれども、我々がするのと職員がするのとでは全然

違うのです。しゃばの受け方が。罪は同じですけれどもね。そうした場合にこれは一般の職

員にもいわれますけれども、本当に今の職員、特に管理職は模範となっていただきたいので

す。こういったものを持って自分で朝チェックしているかということを、非常に私は興味を

持ったのです。 

これはタクシー会社とかそういう会社では、もう全部朝来ると運転手に吐かせるのです。

０.１５以上だともうそこで全部運行させないのです。うちもたまたまですけれどもシルバー

人材センターですか、そういった皆さん、あるいは現業職の皆さんは毎日子どもたちの命を

預かっている立場ですけれども、今、市長の中でそういった部分をきちんと管理していると

いう認識があるのか。その辺ちょっとどうですか。 

○市   長  職員採用と部制強化について 

私どもが二日酔い、その０.１５以上ですか、これがあるのに職員が車に乗って来たとか、

あるいは車に乗って出るとかということは、そういうふうに管理はしてもらっていると思っ

ていますけれども、自分ではわからないのですね。今おっしゃったようにそういうものがな

ければ。 

ただそれを使って自分で実施しているかと言われると、している人はいるだろうか。ほと

んどないようでありますので、そういうことも含めてきちんとした、まずは自己管理であり

ますので。そして間違いのあるようなことがあってはなりません。特に今おっしゃっていた

だいた車の運転業務の方です。シルバー人材がそれぞれのところへ、例えば今の市内の循環

バスなどもこの皆さんが運転手ですけれども、やはり安全運転管理者を置かないと非常に厳

しいよという話は聞いております。今年は市の職員が安全運転管理者になって、皆さん方に

きちんと朝の出る前に点検をやって出すということ。 
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いずれはシルバーでこれをずっとやるということになれば、シルバー人材の中に安全運転

管理者をきちんと置いて、今おっしゃったようなことも含めて安全運転、安全管理をしてい

かなければなりません。そういうことに意を用いたいと思いますが、反問権ではないですけ

れど逆に聞きます。それ一ついくらぐらいですか。（「コメリで２､８００円です」の声あり）

わかりました。みんなに買わせるとはいいませんけれども、皆さんに紹介をして、そういう

ことをきちんとやりながら自己管理をしてくれと、しなさい、ということは申し付けますの

で、ありがとうございました。 

○松原良道君  職員採用と部制強化について 

私も実はその当日の朝、その課長の姿を見て、その日の帰りに買ってきたわけであります。

いや本当にこれは気をつけなければならないなと思った。というのは例えこれが感知０.１５

をクリアしているから出ても、その人の体質もあるのですよね。酒、アルコールの場合は。 

私が一番考えたのはでは、では自分が安心して出たと。確認して出たと。でも恐ろしいの

は自分で事故さえ起こさなければ、違反さえしなければ、普通は朝なんて検挙はされること

はない。ところがもらい事故でもし追突されたときに、アルコールが入っている臭いがすれ

ば、いくらこれ自分で検査しても一発なのです。立場がまるで被害者から加害者になってし

まう。 

そういうことを考えるとやはりこれは怖いものだなと。ぜひ管理職の皆さんを始め、我々

議会もそうですけれども、一般の職員もこれはやはり徹底する。もうこれだけ飲酒について

は騒がれている時代ですから、徹底する時期がきているのかなということで、あえてこれを

言わせてもらいましたけれども。本当にシルバー人材や現業の皆さんは、特に子どもたちを

預かっているわけですから、徹底をしていただきたいというふうに思っています。よろしく

お願いします。 

○副 議 長  お諮りいたします。本日の会議はこれで延会したいと思いますがご異議ご

ざいませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって本日はこれで延会することに決定しました。 

○副 議 長  本日はこれで延会いたします。次の本会議は明日３月１２日午前９時３０

分、当議事堂で開きます。大変ご苦労さまでした。 

（午後４時３３分） 

 


